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会長挨拶
第６６回租税研究大会開催にあたり

公益社団法人日本租税研究協会会長

西田 厚聰
（株式会社東芝 相談役）

本日は，第６６回租税研究大会開催にあたりま
して，多数の皆様と講師の方々にご参加いただ
き，心から御礼申し上げます。
特に，財務省佐藤主税局長，総務省平嶋自治

税務局長におかれましては公務ご多忙中にもか
かわらず，パネリストとしてご出席いただき，
誠にありがとうございます。
また，ご出席の皆様方には常日頃，租研の事

業活動にご支援・ご協力を賜っており，本席を
お借りいたしまして，あらためて厚く御礼申し
上げます。
さて，安倍政権が発足して以来，日本経済は

アベノミクスによって回復に転じ，現在，デフ
レ脱却と再生に向けて着実に前進しております。
今後，日本経済が持続的な成長を実現するため
にも，長年にわたる構造問題の原因を取り除き，
思い切った成長戦略に着実に取り組んでいくこ
ととともに，規制改革などの構造改革を早期に
かつ確実に実行していくことが重要であります。
わが国の長期債務残高は，平成２６年度末には

１，０１０兆円，GDP比２０２％と見込まれておりま
して，歴史的，国際的にも最悪の水準となりま
す。財政健全化を確保することが，わが国の持
続的成長を支え，社会保障制度をはじめ国民生
活を維持していく基盤ともなります。
長期債務残高の累増に歯止めがかからなけれ

ば，わが国財政は持続不可能な不測の事態に陥
る懸念がございます。
このため，基礎的財政収支赤字を対GDP比

で２０１５年度に２０１０年度の水準から半減し，基礎
的財政収支を２０２０年度までに黒字化するという
財政健全化目標に基づく改革案とその実行スケ
ジュールを明確なものとし，確実に実行するこ
とによって，国民からの信認のみならず，日本
に対する国際的な信認を得ることが必要であり
ます。
さらには，中長期の財政計画におきまして財

政健全化への取り組みを一段と強化する必要が
あります。歳出面においては，今後も社会保障
費は拡大していくことが見込まれますので，社
会保障制度の思い切った重点化・効率化によっ
て給付の抑制を進める必要があります。
歳入面におきましては，消費税率の引上げが

平成２７年１０月に予定されていますが，確実に引
き上げることが必要です。
ただし，それだけでは受益と負担の大きなア

ンバランスを解消することができません。新た
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な税収の確保が重要であり，財政の歳入，歳出
両面にわたる改革を推進することが不可欠であ
ります。
成長なくして財政再建はできない。強い日本

経済の再生を実現し，経済再生が財政再建を促
し，財政健全化の進展が経済成長の一層の進展
に寄与するという好循環を実現させていかなけ
ればなりません。
今がまさに正念場であります。
このような状況におきまして，平成２６年４月

から消費税率が５％から８％に引き上げられま
した。同時に，消費税増税による景気の腰折れ
を防ぐため，総額５兆円規模の経済対策が取ら
れ，さらに，復興法人税が１年前倒しで廃止さ
れたほか，所得拡大促進税制，生産性向上設備
促進税制，研究開発投資促進税制等，経済を活
発にするための税制措置が取られました。財政
健全化に向けた大きな第一歩が踏み出されたも
のであり，評価に値します。
政府は，日本が「世界で一番ビジネスがしや

すい環境」を整備すると述べております。その
一環として，「数年で法人実効税率を２０％台ま
で引き下げることを目指し，この引き上げを来
年度から開始する」とされたことを高く評価し
たいと思います。
法人税改革は，日本の立地競争力の強化並び

に日本企業の国際競争力を高めることを目指す
ものであり，そのためには少なくとも国際的に
調和のとれた税制とすることが重要と考えてお
ります。
とくに，経済の基盤となる真のイノベーショ

ンを弛みなく連鎖的に創出して，イノベーショ
ンの乗数効果を拡大させ，国際競争力を確保，
拡充していくことが何よりも必要です。このた
めにはイノベーションの創出を促進する税制措
置が重要となります。
これからの日本は，人口減少，超高齢化社会

に適切に対応しつつ，小資源国である我が国の
エネルギー問題や地球温暖化というグローバル
な環境問題にも常に前向きに対応していくべき

であります。そして，わが国が持続的な経済成
長を実現することによって，国力を更に発展さ
せていくことが，日本の国際的な信認をより一
層高め，世界におけるリーダーの一員としての
役割を果たしていくことができる道であると思
います。
私ども日本租税研究協会は，民間の立場から，

税・財政の問題を調査・研究し，毎年，中長期
的な課題を含め，あるべき税制改革について，
提言を行っております。
当協会ではこれまでも成長戦略と財政の健全

化，社会保障制度改革を一体的に推進するため
には，「経済活力の強化」と「安定財源の確保」
をキーワードとして，新たな税制改革への取り
組みが必要であると主張してまいりました。
税制抜本改革法による消費税率の引き上げは，

これまでの当協会の提言にも沿ったものであり
ます。今後，確実に実施されるとともに，中長
期の財政健全化目標を達成する確固たる姿勢を
堅持し，わが国が直面する歴史的転換点を乗り
越え，新たな「日本」が創造されることを期待
しております。
本東京大会におきましては，午前中の田近教

授，明日午前の岡村教授からの研究報告，今か
ら開催いたします討論会「税制改革を巡る現状
と課題」と，明日の「国際課税を巡る現状と課
題」，２つの討論会を予定しております。
ご登壇いただく皆様は税制，財政に精通され

た方々ばかりでございますので，大変有意義な
お話を伺えるものと思います。ご出席の皆様と
ともに大きな期待を込めて拝聴したいと存じま
す。
最後になりましたが，ご参加の皆様方の今後

益々のご発展とご健勝をお祈り申し上げますと
ともに，当協会の活動につきましても今後とも
ご支援，ご協力をいただきますよう切にお願い
申し上げまして，私の租税研究大会開催に当た
っての挨拶とさせていただきます。
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１．はじめに

ご紹介いただきました，一橋の田近です。本
日はよろしくお願いします。「法人税改革―課
税ベースの拡大と地方税源の拡充―」というこ
とで，お話しさせていただきたいと思っていま
す。今日は税制改革，その中でも法人税改革に
ついてお話しさせていただきたいと思います。
といっても，税制改革ですから，制度にきちん
と裏付けされた話をしないといけないのですが，
せっかく多くの方に来ていただいて，大変重要
なテーマですから，税制の中でどう考えるかと
いうのはもちろんその根幹ですが，経済政策と
してこの問題をどう考えるか，日頃考えている
ことをお話しさせていただきたいと思っていま
す。
一昨日（２０１４年９月１５日）の日経新聞に「長

期の経済停滞 停滞論を乗り越えて」という見
出しの社説があったのですが，ここで「リーマ
ンショック後，世界各国の成長がなかなか元に
戻らない」という書き出しから，こんなことが
書いてありました。「欧米で関心が高まってい
る格差問題は，日本にとっても無縁ではない。
雇用状態は改善してきたものの，低い技能しか

持たない若年失業者や非正規労働者が，所得の
高い職を得ることは難しい。職業訓練の強化，
効率化などにより格差の固定化を防いでいくこ
とは，成長を高める上でも欠かせない」という
ことです。その後，安易な金融政策，安易に国
が借金してはいけないということを書いてあっ
て，「悲観論に陥ることなく潜在的な成長力を
少しでも高めるような改革を持続的に進める。
その覚悟があるかどうか」ということです。そ
の覚悟の一つが法人税，法人税の在り方ではな
いかということです。そのようなことを私もち
ょうど思っていたので，興味深い社説と思いま
した。

９月１７日�・午前報告

田近 栄治
一橋大学大学院経済学研究科特任教授

－課税ベースの拡大と地方税源の拡充－

法人税改革
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同じ日の日経新聞の中に，「中間配当最高の
３．１兆円」という記事がありました。「３月期企
業 消費下支えも」ということで，上場企業が
株主に払う配当を増やしているということです。
２０１４年４～９月期の中間配当は増えていて，中
間配当を始める企業も出てきたというようなこ
とが書いてあります。そこで３月決算の上場企
業を調査したら，４～９月の純利益の総額は１１
兆円超の見通しです。収益力に自信を持ち，積
極的な配当姿勢の企業が見られるということで
す。配当性向はだいぶ日本も上がってき
て，２７％と４％上昇しています。これは，コー
ポレートガバナンス，企業統治改革を掲げてい
るのも一つの要因であり，企業による株主配当
の強化を後押ししているということです。
何を申し上げたいかというと，政府は今，

コーポレートガバナンスというのを掲げて，今
まで企業が内部留保でいっぱいためてきたもの
を，単に中でためるのではなくて，それを活用
すべきだということを言っています。そういう
コーポレートガバナンスの流れの中で，優良企
業も配当を増やしているということです。
では，そういうことで一体どれぐらいのイン

パクトがあるのでしょうか。じつはこれを引用
したくて持ってきました。個人の日本株の保有
比率は２０％ぐらいで，中間配当総額のうち個人
が受けるのは６，０００億円です。４月の消費税率
の引き上げは年間で６兆円の税負担です。これ
に対して，高水準の配当は家計に恩恵を及ぼし，
個人消費の一定の支えになれそうだということ
です。以上，ランダムに記事をご紹介したよう
ですが，現在の日本の問題を考える時，重要な
ことだと思ってお話させていただきました。

２．講演の構成

なぜ法人税を今，議論しなければいけないの
かというのは，皆さん，最大の関心事だと思い
ます。私もそれをずっと考えています。日経新
聞の記事にあった「雇用状態は改善したものの，

低い技能しか持たない若年失業者や非正規労働
者が，所得の高い職を得ることは難しい」とい
うことですが，私は次のように考えています。
昨日，一昨日と，中国の大学院生たちに授業を
してきましたが，非常にフレッシュで身を乗り
出して授業を聞いてくれます。世界各国にはこ
うした優秀な若者が大勢いて，しのぎを削って
いる。その結果，就職活動自体が世界的な競争
に入っているのではないかと感じます。そうい
う状況の中で，日本は法人税をどう考えたらい
いのかを考えていきたいと思います。
それから，なぜ法人税を下げるのでしょうか。

法人税を下げれば，本当に設備投資が増えるの
かということです。それも何かもう時代遅れの
ような気がしてなりません。日本の産業をリー
ドしているのは，もはや製造業だけではなくて，
情報関連或いは小売り，卸売り，いろいろな
サービス産業になっています。私は，投資が生
まれないなら法人税を下げてもしょうがないと
は思いません。コーポレートガバナンスも一つ
の引き金であることは間違いないでしょうが，
やはり法人税を下げて企業が自分の使えるお金
を増やして，それから配当を増やして，それが
経済全体のなかで循環していくことを考えなけ
ればいけないと思います。
そういうわけで，全体としてお話ししたいの

は，決して法人税だけがその原因ではないとし
ても，日本の高い法人税，それから円高が組み
合わさった中で日本の企業が海外に投資してい
きました。それが日本の特に若い人を中心にし
た雇用のチャンスを減らす，或いは非正規化し
ていきました。多くの政策があるでしょうけれ
ど，ある意味でそれを反転していく一つの政策
として法人税があるのではないでしょうか。法
人税の改革は，企業の設備投資を促し輸出産業
を増やすということだけに寄与するものではな
いでしょう。それが，企業の配当，或いは企業
が自社株を買うことで企業価値を高め，それに
よって株価が上がり，個人に還元され，マクロ
で消費に回っていきます。そういう広いコンテ
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クストの一環として法人税の問題を考えるべき
ではないかというようなことを，今日お話しし
たいと思います。
ただ，もちろん今日ご参加の皆さんは，税の

ご専門家でもありますし，私もそれだけで話が
済むとは思っていません。若干具体的な改革の
話もさせていただきたいと思います。
話の構成は，今申し上げたことも含まれます

が，なぜ今，法人税を下げなければいけないの
かということです。仮に下げるべきだという議
論が皆さんに受け入れられたとして，その改革
に当たっての原則は一体何だろうということで
す。そして，その原則の下で実際に法人税改革
するときに，国のサイドでやるべきことは何で
しょうか。地方政府のサイドでやることは何で
しょうか。実は，制度的には国と地方の分け方
が非常に重要になります。日本の法人実効税率
は，利益を上げている企業の平均的な税負担は，
おおよそ３５．５％です。，このうち国部分が
２５．５％で地方部分が１０％になります。世界的に
見て，地方が１０％もの法人税を取っている国と
いうのは，ほとんどありません。OECDの諸
国の法人税の平均が大体２５％です。従って，日
本の国税の法人税率は，それ自身が決して高い
わけではありません。その課税ベースの在り方
も，決して租税特別措置で非常に大きく縮小し
ているわけでもありません。
従って，国税自身を見ると世界的なスタン

ダードから見て，何か特別な問題があるという
訳ではないような気がします。もちろん個別に
見ていけば，あると思います。問題は，この
１０％部分をどう改革するかということにあると
思います。この問題は狭い意味の税制改革では
追い切れず，日本全体の経済，或いは制度の話
に入らざるを得ないということになります。こ
のような状況を踏まえた上で，政府も言ってい
るように，３５．５％の税率をまずは３０％以下にし
ます。目的としては，OECDの平均ぐらいに
どう近づけていくかという話になります。
従って，政策ゴールは，３５．５％から２５％へと

１０％程度引き下げられるかどうかです。推計に
当たって，財務省は１％の法人税が４，０００億～
５，０００億円だと言っています。仮に５，０００億円と
して，１０％で５兆円，消費税１％で２．５兆円ぐ
らいですから，オーダーとしては消費税を２％
上げて，全部法人税に持っていけば，このゴー
ルは数字的には達成できます。

３．法人税引き下げ
－なぜ必要か－

なぜ，法人税の引き下げが必要なのかという
ことです。これは２０年来続いてきたデフレから
どう脱却するのかということです。デフレとは
何でしょうか。議論したら切りがないのでしょ
うけれど，私は山に登って低体温症で徐々に気
が付かないうちに体力が減って，そして動けな
くなってしまうというような状態ではないのか
と思います。
例えばデフレ期には，多少資産がある人たち

は自分たちの現金の価値が増えていきます。そ
して物価は下がっていきます。そのつけは，若
い人たちの雇用の減少や賃下げを生んでいるわ
けですが，みんながその状況に気づかないまま，
日本経済全体の体力が奪われていくということ
ではないかなと思います。
安倍内閣でデフレ脱却を掲げて，いわゆる量

的緩和，日銀が国債や社債を買い，マネーサプ
ライを増やしました。「お願いですから，銀行
の人たちは国債を買い続けないでください。国
債は日銀が買いますから，銀行はもっと生産性
の高い投資をしてください」というのが量的緩
和の狙いです。その中で，では法人税減税とい
うのはマクロ経済全体の循環の中で一体何を目
指すのでしょうか。一つは，古典的な企業活動
の活発化です。税率が下がるので，それでもっ
て企業利益が増えて活発化するだろうというこ
とです。ただ，その場合，狭い意味での有形固
定資産の増加，すなわち設備投資だけを指して
いるわけではない。そのほかにも，配当や自社
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株の取得が増加して，資本市場を通じた経済活
性化も重要です。このようにデフレ脱却の一環
として法人税減税というのが位置付けらます。
ただ，今日の話はそれだけではなくて，具体

的に法人税改革を論じなければなりません。高
法人税の帰着は何かということです。法人税と
いうのは厄介な税だと言われています。つまり
組織としての法人が税を払ったとしても，究極
的にはそれはその資本を持っている人あるいは，
労働を提供している人が支払っているわけです。
デフレで円高の中で，企業は価格競争の中で

製品の価格の引き下げが迫られます。それを実
現するにはコストカットです。その有力な方法
は賃金カットだというのはよろしいでしょう。
一方，高い法人税と国際的な資本移動というこ
とで，もちろん法人税だけが原因ではないとし
ても，高い法人税率と円高が組み合わさったこ
とで日本の資本が外に行きます。海外への生産
拠点やサプライチェーンの移動が行われていま
す。
そして冒頭，日経新聞の社説のところで申し

上げたように，国内労働者が海外労働者によっ
て代替されています。そして，それを背後から
支えた重要な税制改革が２００９年にありました。
皆さんご存じのように，それまで日本は全世界
所得課税，税額控除という仕組みから，海外子
会社からの配当の益金不算入制度への課税体系
の変化がありました。以前は海外子会社が上げ
た利益を送金するときに，国内所得と合算して
かけましたので，外国でお金を稼ごうが，日本
で稼ごうが，その税負担は変わらないという仕
組みをやってきました。
２００９年に，その合算を切ったのです。戦後の
法人税制の中で，私は恐らく最大級の改革だと
思います。わかりやすく言うと，日本の海外子
会社が海外から日本に利益を送金します。その
ときに，例えば１０億円送金すると，１０億円のう
ち５％はそれに係る費用などを日本で使ったの
でそれは除いて，９億５，０００万円はもはや日本
で税金をかけないということです。１０億円海外

で利益を上げたときには，合算しないで，９億
５，０００万円は税金をかけないで海外で税金を払
えば結構ですという制度にしました。これが日
本の企業の海外進出に拍車をかけていることは
疑いもないと思います。同様の指摘が今年の７
月に IMFが公表した政策ペーパー“Japan’s
Corporate Income Tax : Facts，Issues and Re-
form Options”にもあります。
デフレと円高の中でそのしわ寄せが労働者の

賃金カットになっています。そのデフレと円高，
高い法人税と円高の中で資本が海外に移動して
います。経済学者の難しい議論はおいて，シン
プルに考えて，日本の高い法人税を一体誰が払
っていたのだろうということです。結果的には，
労働者が払っていたのではないかというのが，
私の一番根源的な問題意識です。資本は流動的
なもの，日本から海外に国境をまたいで移動し
ます。しかし，日本から外に行けない労働者は，
そのコストを払ってしまいます。そこに，さら
にデフレがかぶってきて，円高がかぶってきて，
先ほど来申し上げている雇用の問題が起きてい
るのだろうと思います。法人税の帰着，これは
難しい議論をするまでもなく，それが労働に転
嫁している。これが問題の核心なのだろと思い
ます。
お手元の資料５ページは，財務省の資料です。

細かな説明は省いて，日本法人の税率は３５．５％
です。その内訳は，国が２５．５％，地方が１０％と
いうイメージです。地方の法人事業税が国税の
ときには損金算入されるということで，２５．５％
が少し減るというような若干テクニカルなこと
はありますが，基本的には２５．５％プラス１０％が
日本の法人税の姿だということです。
それに対して，平均税率で見て日本より高い

国はアメリカです。ただ，アメリカの場合は地
方税が州によってものすごく違います。資料は
カリフォルニア州で，恐らく一番高い州の税率
を持ってきているので，日本よりだいぶ高くな
っています。アメリカの連邦政府の法人税は
３５．５％です。そういう意味で，日本より高いと
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思います。その他，先ほどOECDの平均も申
し上げましたが，大概２０％，２５．５％の数字にな
っているということです。
資料６ページは外国子会社からの受取配当に

関する二重課税の調整の話です。これは，先ほ
ど申し上げた以上に付け加えることは致しませ
んが，基本的には海外で日本の外国子会社が所
得を上げれば，その国の税率が仮に２０％ならば，
そこで基本的には完結するという仕組みになっ
たわけです。
資料７ページは，対外直接投資と受取配当及

び受取配当金の占める割合と書いていますが，
ご覧になっていただきますと，海外直接投資の
収益というのが今や７兆円ぐらいになっていま
す。ご存じのとおり，これが日本の国際収支の
重要なプラス要因となっています。ただ，対外
直接投資に対する受取配当金の割合を見る
と，２００９年の改革以降，上がったり，下がった
りと微妙です。従いまして２００９年改革で受取配
当が増えるというのは，数値としては現れては
いないようです。しかし，２００９年改革が日本の
企業を海外に出やすくしたということは確かだ
と思います。
それでは，一体どうやって法人税の改革をし

ていくべきでしょうか。政府税制調査会でもこ
の議論を何回かしました。最初は，法人税を下
げても，下げた以上に税収が増えるのだとか増
えないのだとか，そういう議論がありました。
なかなか決着のつかない議論ですが，これから
入ってくるかもしれないという不確定な税収を
担保にして法人税減税するのは，一般論として
も難しい。そして何よりも，日本の財政事情が
それを許しません。先ほど申し上げた IMFの
ペーパーも，この点，つまり日本の財政事情の
厳しさについては指摘があります。
今日，ここにいる皆さんは税の専門家の方が

大多数だと思います。マクロの財政状況につい
て全体像をご存じない方もいらっしゃるかもし
れませんので，少し話させてください。ご存じ
の方は，しばらくお付き合いください。

４．法人税改革に当たっての原則

国，地方のプライマリーバランスを均衡させ
ようというのが，日本の今の財政健全化の方策
になっています。プライマリーバランス，すな
わち基礎的財政収支ですが，これは基本的には
税収で歳出がどれだけ賄われるかということで
す。つまり，借金を除いて税収で歳出が賄われ
たときにはプライマリーバランスが均衡してい
るということです。国だけでも，７００兆円，８００
兆円の膨大な借金があるわけですから，借金の
利払い，返済はさておいて，せめて毎年入って
くる税金で赤字を出すことはやめましょうとい
うことです。その意味では，ささやかな健全化
政策です。住宅ローンを抱えている家計でイ
メージすれば，まずは自分のところに入ってく
るお金で支出を賄って，その余った部分で住宅
ローンの利息を払って元金を返済します。しか
し日本は，住宅ローンの利息どころか，さらに
借金に借金を重ねています。つまり借金に借金
を重ねることはやめようというのが，日本の財
政健全化の目標になっています。
そこで２０２０年度には国，地方のプライマリー

バランスを均衡化させるという目標を立ててい
ますが，消費税が１０％に上がっても，今の予測
ではこのバランスが実現されるという見通しは
立っていません。この目標は世界各国の財政健
全化計画に比べると，ものすごくささやかなわ
けですが，日本の場合にはこの目標すら２０２０年
においても達成できないということです。その
状況で法人税改革を進めるということですから，
その重みは非常に大きいと思います。
法人税改革を含む税制改革は，さまざまな利

益関係が込み入った中での改革だと思います。
その中で，利益を既得権益とさせないためにも，
ゼロベースの見直しが必要です。改革によって
増えるかもしれない税収を担保に，法人税率を
下げるわけにはいきません。従って改革に当た
っては腹をくくって既得権益に入り込まなけれ
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ばいけません。それは何よりもデフレ脱却し，
労働者にしわ寄せさせてきた法人税を改革する
のだという政府の強い意志だと，私は思います。
これから既得権益に食い込むという時に，現

在の状況，すなわち現状の既得権益について考
えておきたいと思います。海外展開している大
手企業では，海外での税負担が大きく下がりま
した。おそらく，海外展開している大企業の連
結した税負担を見れば，３５．５％なんか払ってい
るはずはないと思います。また安倍内閣発足後
の２０１３年度，２０１４年度の税制改正によって，雇
用を増やしたときに減税する等，非常に古典的
に投資減税とか研究開発減税を導入しました。
こうした租税特別措置の恩恵を得ている企業は，
少なからず存在していると思います。
改革を行うには，減税部分は痛みを伴う増税

で賄うのは原則です。その痛みの先に，デフレ
からの脱却を目指すべきです。つまりこの問題
は，結果的には税の仕組みを変えますが，その
先にはデフレからの脱却という明確な目標があ
るのだと思います。
資料１０ページは，先ほど申し上げた内閣府の

試算による財政健全化です。これが，日本の財
政健全化の政策的な合意となって行われていま
す。時間の関係で一言だけ言わせてもらうと，
経済再生ケースというのは，２０１３～２０２２年の平
均成長率が実質２％，名目３％程度と，非常に
素晴らしい数値になっています。この間人口が
減っていますから，１人当たりGDPの成長率
は４％ぐらいでしょうか。この成長率は２０１５年
度に４兆円規模の歳出健全化努力を行い，さら
に同年１０月１日に消費税率を１０％に引き上げた
ことを前提とした上での推測値です。参考ケー
スは実質１％，名目２％ということです。
国・地方のプライマリーバランスは実は赤字

になっていて，これが２０１０年に GDPの▲６％
です（資料１１ページ）。６％ということは，GDP
が大体５００兆円ですから，３０兆円以上の赤字が
あります。これを２０１５年に半減して２０２０年にこ
れを閉じるというわけで，実線が経済再生ケー

ス，点線が参考ケースです。参考ケースという
のは，先ほどの実質１％，名目２％です。ご覧
になっていただくと，かなり楽観的な経済成長
を予測した再生ケースでも，２０２０年にまだ▲
２％と基礎的財政収支が改善できないとなって
います。しかもその背後の仮定は，名目GDP
の成長率が長期金利よりも高いという前提を置
いています。もし，長期金利が上がって，長期
金利の利率が名目の成長率よりも高くなると，
日本の債務GDP比率は発散してしまう可能性
もあります。
このように日本の財政は，息を飲むような状

態で運営されていると言えます。そうした中で
法人税改革をしていくのですから，法人税を減
税して最初からネットの減税を想定して議論す
るのはやはり望ましくないと思います。私はこ
れまでに，日本のデフレ脱却，そして法人税が
労働者或いは労働賃金に帰着している，従って
デフレ脱却の経済政策の一つとして法人税をや
るべきだと話しました。ただ残念なことに，法
人税減税が経済政策としてこれだけ重要であっ
ても，それと非常に厳しい日本の財政をどのよ
うに組み合わせるのかという問題に対して，明
確な答えが出ているわけではありません。大き
なチャレンジになっています。

５．何が問題となっているか

法人実効税率というのは，先ほど申し上げた
ように，２５．５％プラス１０％というのが私のイ
メージです。多少ここで数字のやりくりがある
のは，先ほど申し上げたように，地方の法人事
業税が国税で損金算入されているからです。そ
して，地方の法人課税は法人住民税（都道府県，
市町村）と法人事業税の所得割があります。こ
れから中身に入っていきますが，厄介な問題は
法人所得の実効税率という言葉です。
例えば法人が固定資産税を払っている場合に

は，当然ここに入ってきません。付加価値とい
うのは企業の売上から仕入れを引いたものです
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から，それは企業の利益と賃金と利払いと地代
とからなっています。そうすると，企業がその
付加価値に対して税金を払ったときには，どう
考えるかという問題が出てきます。外形標準課
税の外形とは一体何かというと，所得以外にか
けることが外形だとされています。企業の資本
額に着目したり，付加価値に着目したりします
が，所得以外に税金をかけているときには外形
標準課税となり，それは法人所得の実効税率に
は入っていないということになります。
従って，外形標準課税による見かけの負担軽

減というのは，法人事業税の外形標準部分であ
る，付加価値部分（付加価値割）と資本に係る
部分（資本割）は所得課税に入らないというこ
とで，実効税率から除外されているということ
です。実はここが，この２５．５％プラス１０％の議
論の中で，政策の最前線に出て来る問題になり
ます。
そこでここからは，法人税をこれから下げて

いくという議論をしていく中で，国税部分と地
方税部分をどう考えていくかという問題に焦点
を当てたいと思います。２５．５％プラス１０％の法
人税を，OECDの平均ぐらいまで目指して下
げていきたいとした場合に，国税部分と地方税
部分をどう考えていくかという問題です。もの
すごく議論を短絡化してしまえば，仮に地方の
１０％を，政治的な実現可能性はともかくとして，
全部消費税で代替してしまえばどうかというこ
とです。そうすると，先ほど申し上げた計算で，
消費税が１％で２．５兆円ぐらい，２％で５兆円
です。そして実効税率１％の法人税が５，０００億
円ぐらいとすると，大体消費税を２％上げて，
地方法人税を全部取ってしまいます。それが１
つの答えなのかもしれません。経済学の観点か
らは興味深い改革提案ですが，消費税の現実か
ら考えれば直ちに実行することは困難ですので，
議論を進めます。
先ほど来申し上げている厳しい財政事情の中

で，国税法人税でどんな改革があるのだろうと
いうことです。そして少し乱暴なことを申し上

げましたが，地方法人税をもう少し丁寧に見て，
それをどう見直していったらいいのだろうとい
う議論を進めていきたいと思います。
まず国税法人税については，先ほどから申し

上げている厳しい財政事情の中で，既得権益に
思い切って切り込むという面では議論すべきこ
とがあるというのが私の考え方です。
資料１４ページは今年の６月か７月に法人税グ

ループで出した税調の資料です。租税特別措置
なかりし場合に，税引き前当期利益に法人税率
をかけたら，１６．２兆円（平成２４年度ベース）取
れるということです。しかし，実際は１０．４兆円
しか取れていません。では，差額は何かという
のがこれになります。そうすると，租税特別措
置による軽減額が１兆円です。それから，受取
配当の益金不算入が１．４兆円です。これは，企
業間で配当をやりとりして，そのたびに課税し
たら大変なことになります。個人に配当する前
に，何回もかけられてしまいます。ということ
で，法人間の受取配当には税金をかけません。
それが益金不算入ということでしょうけれど，
それによって１．４兆円が単に漏れているという
ことです。
それから，海外子会社配当の益金不算入です。

これは，先ほど申し上げた件です。もし日本で
税金をかければ，あと６，０００億円取れたと言っ
ています。それから，大きいのは，欠損金の繰
越控除ということです。企業は過去の損金を将
来にわたって取り返していくわけですが，それ
によって２．３兆円も穴があります。その他が０．６
兆円です。
そうすると，国税の法人税改革はどうするか

というと，いわゆる課税ベースを広げて税収を
増やすというのは，この中のどれかから税負担
を増やしてくださいと言っているわけです。す
ると，皆さんはどうお考えですか。租税特別措
置にどう切り込みますか。受取配当の益金不算
入にどう切り込みますか。海外子会社の益金不
算入にどう切り込みますか。欠損金の繰越控除
にどう切り込みますか。そういう話になります。
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一つずつ見ていきたいと思います。個人的に
は，この際租税特別措置で残っているものは徹
底的な見直しをすべきだと思います。その最も
大きなものの一つが，研究開発税制です。これ
は，昔，研究開発費が増えたときに，研究開発
費と言っても基本的には人件費の塊なのでしょ
うけれど，それに対して税額控除で払った税額
のいくらかを減らしましょうということをして
きました。それがいつの間にか研究開発費全体
に対する税額控除になってきています。この議
論をするには，やはり研究開発税制をどう考え
るかというのが大きな問題になると思います。
そもそも研究開発費というのは，そのほとん

どが人件費だとすれば，それは法人所得段階で
引かれているので，ある意味では２度にわたっ
て引いているわけです。それから，研究開発と
いうときに，研究開発税制を利用している企業，
業種というのが，製薬会社や自動車関連会社な
ど特定の業種に偏っています。逆に言うと，今
の研究開発というのは，例えば IT産業等はほ
とんどこの恩恵に浴していません。そういう問
題をどう考えるかということです。それか
ら，２０１３年，２０１４年度のデフレ脱却のためにな
された追加措置を，どう考えるかということで
す。
私は，受取配当金の益金不算入制度や欠損金

の欠損金の繰越控除というのは，税制上何もお
かしいものではないと思います。企業間が配当
で受け取っているわけですから，そこで税をか
け合ったら，配当に何回もかかってしまうわけ
です。最終的に個人に行くところでかければい
い。従って，この制度自身に何か正すべきもの
が本質的にあるとは，私は思いません。皆さん
も多分そうだと思います。
欠損金に関しても，実はこう考えています。

法人税というのは一体どういう税なのかという
本質的な話になります。理想的には，法人税と
いうのは，企業の売上額から仕入れコスト，労
働コスト，そして使用した資本がもしこの会社
で使わなければ生み出したであろうコスト，い

わゆる資本の機会費用を引いた純利益から税を
頂くというのが，本来の在り方だと思います。
とすれば，企業が赤字のときには，その赤字部
分につき，将来にわたって税負担を減らすこと
で，実は政府と企業はパートナーとなる。企業
活動の成果がプラスのときには，幾らかは政府
が頂きます。ところが，企業の所得がマイナス
のときには，税金を軽くしてあげますよという
ことです。
最初に話すべきだったかもしれませんが，法

人税の本質というのは，政府が企業の上澄みを
頂くことにあります。企業が人を雇う，或いは
資本を使うということに対して政府は阻害して
はいけない，上澄みを頂くのだということだと
思います。上澄みを頂くということは，実は政
府が企業に対してリスクをシェアすることです。
リスクをどうやってシェアするかといったとき
には，損したときには，その損は過去に払った
税を戻してあげたり，将来の税負担から減らし
てもいいよということになります。従って，理
屈的に言えば，企業が赤字を抱えたならば，そ
れに利息を付けて無限の期間，将来的にわたり
繰越控除を認めるのが，その上澄みから政府が
税を頂くという考え方に立てば正しいわけです。
このように法人税の重要な役割は，企業のリ

スクを政府がシェアすることです。さはさりな
がら，厳しい財政事情の中の法人税減税です。
異次元的な改革もやむを得ないという気持ちで，
受取配当金の益金不算入を発行済株式等の２５％
以上を６か月以上継続保有している子会社から
の配当には認め，２５．５％未満の子会社からは，
企業のパートナーというよりは金融投資してい
るかもしれないので，一部配当金に税金をかけ
るのもやむを得まいということです。同じよう
に，繰越欠損金も今，過去９年間それぞれの所
得の８割でしたか，その９年をもっと長くして
８割を小さくするというのも，やむを得ないこ
とかなと思います。
それから，議論はし尽くせませんが，中小企

業課税を一体どうするかということです。単に

― 10 ―



中小企業が所得をきちんと申告していないとか，
赤字企業が多いとか，そういうことではなくて，
本質的な問題は，中小企業の上げている所得が，
資本から上がっているのか，労働から上がって
いるのかが，わからないということです。つま
り大きな企業ならば労働者に賃金を払います。
残ったものは資本の取り分です。ところが，中
小企業或いは自営業者に近いところでは，上が
った利益が労働のうちどれだけが資本と労働に
帰属するのかは明らかではありません。その中
で，各国さまざまな租税回避に悩まされている。
北欧で二元的所得税というのがあります。二

元的所得税のアキレス腱と言われたのは，法人
化していない企業の所得にどう税金をかけるか
ということです。つまり二元的所得税では，資
本所得に対しては一律３０％などで税を課します。
税率は一般的に，個人所得への税率より低く設
定されています。その結果，中小企業には，自
分の上げた所得を資本所得にしてしまう誘因が
働きます。日本の場合はどうかというと逆で，
今度は個人所得にしてしまえば，給与所得控除
が非常に大きいので，このほうが得になってし
まいます。
だから，この問題は単に中小企業は税をちゃ

んと払っているとか，払っていないとかそうい
う次元におさまりません。企業の所得が労働か
ら来ているのか，資本から来ているのかがわか
らないという状況で，租税回避ができるだけ生
じないような方法を各国が模索しなければなり
ません。
今までずっと法人税の話をしてきましたが，

個人にも目を向けたいと思います。法人は所得
を上げれば法人税がかかります。それで株価が
上がると，個人は譲渡益税がかかります。配当
をもらえば配当課税されます。従って，法人に
対する課税を考えるときには，個人サイドのキ
ャピタルゲイン課税と配当課税を考えないと，
全体像は議論できないはずです。もし法人税率
を下げるならば，税引き後利益は増えるので，
企業は配当を増やすことができます。

従って，改革を進めていく一環としては，個
人サイドで資本所得課税の強化が必要になるだ
ろうと思います。たとえばキャピタルゲイン課
税の強化で，分離課税の２０％の税率を２５％へと
引き上げることなどが必要となると思います。
先ほど言及しました IMFのペーパーも同じよ
うなことを言っています。世界的に見て，資本
所得の分離課税が２０％であるような先進国とい
うのはほとんどありません。
次に，地方法人税の国税損金不算入をどうす

るかということですが，これはテクニカルな問
題です。もしこれで全体としての税率を下げる
ことがやり易くなるならば，選択肢の一つであ
ると思います。
国税の課税ベースの議論で，政策として筋が

通っていて，そして金額的にも重要だと思うの
は，研究開発税制と減価償却費の話です。技術
的になりますが，現行では建物は定額法，機械
装置等はいわゆる２００％の定率法ということで，
機械を買ったときにその耐久年数で計算した定
額法の償却を２００％（２倍）にします。それか
ら，定率的に下げていくというのが今の償却方
法です。少しここで頭を切り替えていただきた
いのです。
シャウプ勧告の時代のように，日本が２桁の

インフレで進んでいるとします。そういうとき
に減価償却をどうするかについて議論がなされ
ました。シャウプ勧告の日本経済に対する最大
の貢献は，資本の再評価だったと思います。つ
まり，インフレが進んでいく中で，例えば１００
万円で買った資産は，それをさらに更新すると
きには２００万円になっているかもしれません。
それを１００万円の簿価でもって償却していった
ときに，いよいよ更新するときにはお金が十分
にないかもしれません。つまり，その間に見か
けの利益が流出してしまうわけです。そこで，
シャウプ勧告は資本を再評価してきちんと償却
できるようにしなさいと言ったのです。
では頭を切り替えて，デフレになったらどう

するかということです。今，金利がゼロになっ
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たとします。金利がゼロになったら，２００％の
ような加速で償却する意味というのは何もあり
ません。いつ償却しようと現在価値は変わりま
せん。先ほどから言っているように，国税部分
で異次元的な改革によってでも何とかして財源
をひねり出したいというなかにあって，この日
本の機械類の２００％の定率償却は全部定額償却
に直せば良いのです。それがたまたま国際的な
会計慣行と近似しているということもあるかも
しれませんが，国税で財源をひねる，つまり金
利が低い中で財源を調達する恐らく最大の財源
は，減価償却を思い切って定額法にして財源を
ひねり出すことだと思います。 それから，中
小企業課税については，資料１６ページに公益法
人の課税や一人会社のオーナー課税や，同族会
社の留保金課税などありますが，決してこれを
それぞれ個別なものとして扱わないで，ぜひ税
調の場も含めて中小企業の課税を，今後どうい
うふうに整理するのかという観点から先に議論
していくべきだと思います。
そしていよいよ地方の問題です。まず資料１８

ページをご覧下さい。これは一連の地方法人税
に関して，税制調査会で総務省の方が提出され
た資料です。平成２６年の地方財政計画で，都道
府県地方の税収が３５兆円ぐらいです。この網掛
けの部分が法人絡みですが，都道府県で全体の
１０％ぐらい，地方で５％ですから，地方全体の
収入の１５％を超えるものが法人税関係になって
います。だから，問題の根幹は，これをどう考
えるかということになります。
申し上げたように，地方の税収に占める法人

課税部分が大きい。地方の本来の税源は，地方
サービスの対価としての個人住民税や固定資産
税です。法人は，固定資産税を通じて，つまり
法人は所在する地方，或いはある地域で活動す
るわけですから，そこで使う固定資産に対する
税金はきちんと払うべきです。或いは，その簡
易版である均等負担をするべきです。しかし，
日本では法人税源の多くを地方に依存すること
によって結局何が起きているかというと，税収

が大きく変動し，地域間の偏在が生じています。
しかも，皮肉なことに，もっとも財源のある東
京都は法人税の超過課税をしています。
では，法人税のうち地方がどのぐらい依存し

ているかということを見てみましょう。これも
総務省の資料です（資料１９ページ）。そうする
と，平成２６年（２０１４年）の予算ベースで，国税
法人税が１０兆円，法人住民税・事業税が７．５兆
円です。しかし，法人税の一定割合が地方交付
税になっていますから，実は１０兆円は地方が依
存しています。つまり，歳出サイドまで考える
と，地方が法人税に非常に強く依存しています。
だからこそ総務省は，この税を簡単に扱っては
もらっては困るという議論になっているわけで
す。
資料２１ページをご覧ください。少し説明しま

すと，国の法人税で，法人住民税があって，こ
れは市と県があって，所得割と均等割がありま
す。事業税は，所得にかける部分と外形にかけ
る部分があります。それだけではなくて，地方
の住民税の一部を地方に回すべきだという地方
法人税があります。それから，法人事業税の一
部を地方法人特別税といって，他の地方に回し
ます。従って，単に地方の法人依存が大きいだ
けではなくて，この構造は非常に複雑になって
います。
以上を踏まえつつ，地方法人税の問題を締め

くくっていきたいと思います。外形標準課税と
いうのは，先ほど申し上げたように，所得以外
を課税標準とするのが外形という意味で，資本
金１億円超の法人にかかります。つまり１億円
以下はかかっていないということです。法人事
業税は法人税と同じ所得を課税ベースにするも
の，企業の付加価値を課税ベースにするもの，
資本金を課税ベースにするものからなっていま
す。このうち所得割が７５％，その他の外形部分
が２５％ということで設計されています。法人事
業税の税収は２～３兆円となっています。
では，この外形標準課税をどうするのか。皆

さんもいろいろお考えがあるでしょうけれど，
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外形標準課税は基本的には付加価値にかける部
分が大きくなる。資本金にかけるといっても，
資本金を変えれば負担が減ってしまいますから，
誰が考えても資本金を課税ベースにふるのは困
難です。実際，外形標準課税は資本金１億円超
にかけると言った途端に，資本金を減らす企業
もあった。従って，外形と言うときには，その
大部分は付加価値になるのでしょう。
今までデフレの中で，しかも円高が加わって

そのしわ寄せが労働賃金に来ていたというのが
われわれの出発点でした。実は，企業の付加価
値の半分以上は賃金なのです。従って，外形標
準として付加価値に税金をかけるということは，
賃金の実質税負担が増えるというわけです。そ
れはもちろん総務省の方も配慮しています。こ
れが雇用安定控除ということで，付加価値が
１，２００の企業で，そのうち８００も賃金があるとこ
ろは負担が高くて仕方がない。従って，賃金に
対する外形標準課税の部分は減らしてあげまし
ょうということです。減らし方はいろいろあり
ますが，報酬給与額が収益配分額（支払利子，
支払賃金，労働賃金の合計額）の７０％を超える
場合，付加価値額から雇用安定控除額を控除す
ることにしています。
このように収益配分額の７割を超えるものは

かけませんと言っているのですが，実は７割超
の企業が全体の８割になっています。外形標準
課税の最大の問題は，付加価値にかけたときに，
付加価値の最大要素は賃金になるわけですが，
雇用安定控除を行った場合に，８割もの企業が
該当するという事実です。
ここに企業の経営者の方もいらっしゃると思

いますが，経営がうまくいくときもあるし，悪
いときもあります。経営がきびしくなったとき
には，雇用の調整をせざるを得ません。そこに，
さらに賃金課税がされるわけですから，やはり
これはデフレ脱却という問題から考えると，日
本の法人税改革の進め方としては，望ましいも
のではない。外形標準課税をやってきているア
メリカのミシガン州やドイツなどを私は見てき

ましたが，そのいずれにおいても，企業の固定
費用を増すことになる賃金に着目した税は難し
いというのが世界的な結論になっています。
まとめに入ります。原則的なことを申し上げ

れば，地方にとってふさわしい税源として，個
人住民税や固定資産税の強化を図っていくべき
だと思います。その他，法人事業税の中でも見
直すものはあります。例えば政府税制調査会は
延々何十年にわたって社会保険診療報酬の事業
税の改正を要求してきましたし，医療法人にか
かる税率の特別措置，自由診療の軽減措置等改
善を要求してきます。見直すべき項目の一つで
す。
これまで法人税の帰着，減税の必要性，日本

の財政状況，その中で進めるべき改革として国
税部分，地方税部分について話してきました。
これだけ膨大な借金を抱えた国がデフレ脱却を
目指して，法人税制を改革していこうというの
は大変なことです。こぶしを振り上げたのはい
いのですが，これをどうやって振り抜くか，そ
んな状況にあると思います。

６．改革をどう進めるか

そういう中で，具体的にどのような道筋があ
るでしょうか。今まで申し上げたことのまとめ
になりますが，第１弾としては，法人実効税率
を３５．５％から３０％切るような水準にするという
ことです。そして税収中立の制約の下にデフレ
脱却を目指します。そのためには，国税で異次
元的な改革もやむを得ないのだろうと思います。
租税誘因策や優遇税制の徹底的な見直し，そし
て残念ですが，受取配当への課税や繰越欠損金
の時限的な課税強化もやむを得ないのではない
でしょうか。そのなかで財源としては減価償却
の定額化が一番大きいということです。
減価償却というのはトリックでもあります。

投資直後の減価償却額を絞れば，課税所得が増
えて税収が増えますが，将来的に償却が続きま
すから，将来は税が取れないという面もありま
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す。これをどう考えるのでしょうか。せっかく
デフレ脱却を考えているので，これで経済が活
性化していけば，投資が増えて，それが明日の
投資は明日の投資でさらに課税ベースが広がっ
ていくということを考えれば，単なる計算だけ
ではなくて，減価償却の定額化に伴って得られ
るだろう税収をどう見積もるかというのは，国
税改革の山場の一つになると思います。その際，
財政健全化に当たって想定されている政府経済
見通しを前提とすれば，相当の増収額を見込む
ことができるはずです。
それから，地方の方はなかなか難しい。ただ，

ここに日本の法人税改革の本質があるというこ
とを申しました。地方法人税部分の負担を下
げ，２５％程度の税率を全体で目指すということ
です。外形標準課税の最大の問題は，それが固
定費用となり賃金課税となってしまうことです。

それが企業の雇用コストを上げ，その結果，賃
金カットや雇用調整がなされる可能性が高い。
地方法人税改革の原則は，減税財源として既

存の税源の拡充を徹底することです。つまり個
人住民税と固定資産税をもっときちんと取るべ
きだと思います。それで十分な財源が確保でき
ないときには，地方消費税に代替するなど，そ
の他の税源による地方法人税の改革の道を探る
べきです。先ほど述べたように，IMFの人た
ちやエコノミストの主張するように，思い切っ
て地方法人税の一部を消費税で代替するぐらい
のことがあってもいいのかもしれません。こう
した考えを政策にどう反映させるのかというの
が，われわれの突きつけられている法人税改革
の最大の課題の一つなのだと思います。
ご清聴どうもありがとうございました。
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Q&A

（Q１） どうもありがとうございました。２８
ページないしは１６ページで，近年新聞紙上でも
ぼちぼち出てきているのですが，機械の減価償
却の定額化がさも可能性大であるような形で言
われていますが，やはり本来税の在り方を考え
るときに，単に税収の穴埋めということではな
くて，機械の減価償却がどうして出てきたのか
という本則に立ち戻って，近年，先生もご専門
の財務的な観点を含めて，投資の回収の早期化
というようなもので出てきた２５０％定率法が
２００％へと，ちょっとやり過ぎたかなという形
で健全化するのであって，１６ページにあるよう
に，単に企業利益の圧縮につながるからおかし
いのではないかというのは少し乱暴な議論では
ないでしょうか。機械の投資減税は，米国や或
いは英国，欧米諸国でも当然のこととして今受
け入れられている状態で，会計で定額法をやっ
ているのは当然のことであって，こういった形
が減価償却を定額化すれば税収が増えるという
のは，本末転倒ではないかなという感じを私は
持っています。これについて，やはり本来の姿
にして，あまりこれはいじるべきではないなと
いうのが私の考え方です。これについて，コメ
ントを頂きたいと思います。

（田近） 償却のところは皆さんからもっとご
意見を聞いて議論すべきだと思います。また，
先ほどいきなりシャウプ勧告の話をしてしまっ

て皆さんを振り回してしまったので，舌足らず
だったかもしれません。減価償却をどう考える
かです。利子率がゼロだとして，１００万円の機
械を今買ったとします。今，即時償却して１００
万円です。それから１０年間の耐用年数で１０万
円，１０万円，１０万円でやっても，利子率がゼロ
なのだからその償却の現在価値は変わりません。
逆に言うと，利子率がものすごく高いインフレ
が進んでいるような状態で，即時償却で１００万
円資本回収できるとします。それがもし１０万
円，１０万円，１０万円でやっていって，利子率が
例えば１０％ならば，１０万円，１０万円，１０万円で
の現在価値というのは恐らく８０万円とか７０万円
になってしまします。それが問題なのだという
のがシャウプ勧告のときの問題でした。
つまり，インフレが進んでいるときでは，１０

万円，１０万円，１０万円で，簿価で償却すると，
見かけの利益が流出してしまいます。それが今，
金利が非常に低くなっています。そういうとき
に，償却の現在価値から考えると，加速的な償
却をする必要はありません。企業財務に対して
はニュートラルだろうという意味です。従って，
ここで何か投資促進的なものに対して水を差す
とかいうのではなくて，税の中立性から考える
と，金利が低くなっているときには，償却は限
りなく定額的なものに近づいていいのではない
かという意味です。
あと，これはご指摘のとおり，国際会計で定

額に近づいているから定額がいいのだというの
は，理屈としてはそんなにしっかりしたもので
はないと思います。
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明治学院大学経済学部教授 西山 由美 氏

（公社）日本租税研究協会専務理事 秦 邦昭 氏
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税制改革を巡る現状と課題

討論中に言及されている資料は、巻末「資料編１頁～６７頁」に掲載されています。
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横浜国立大学大学院国際社会科学研究科教授

― 31 ―



はじめに

（岩﨑） ご紹介いただきました岩﨑政明でご
ざいます。法科大学院で租税法を担当しており
ます。どうぞよろしくお願いいたします。
先般，第２次安倍改造内閣が発足いたしまし

た。安倍内閣における新しい課題は，従前のア
ベノミクスを実行，実現するために，経済最優
先の施策を行うということが標榜されておりま
すが，その中でも新しい観点として地方創生，
女性の活躍を促進するということがうたわれて
おります。今後その施策が具体的に発表されて
くることと思われます。
その過程においては租税特別措置，減税措置

や新しい補助金等の財政出動が予定されるかも
しれませんが，これまでのように公債を新しく
発行するということはもうできない状況ですの
で，これからの財政運営に当たっては増税，減
税を組み合わせて実効的に工夫をしていく必要
があろうと思われます。その点で，本日は佐藤
主税局長，平嶋自治税務局長にご出席いただい
ておりますので，この観点からいろいろなご意
見が伺えるのではないかと思っております。
これからの進行を最初にご説明させていただ

きます。本日，佐藤局長におかれましてはご公
務の関係で早めに退席されることが予定されて
おります。そこで，進め方につきましても，従
前とはちょっとスタイルを変えさせていただき
ます。前半と後半の２つに分けまして，前半部
分においては国の財政，税制につきまして討議
をさせていただきます。その後，後半に地方の
財政，税制についての討議をさせていただくと
いうことにいたします。
それぞれ局長から現状と課題についてご説明

いただき，その後に，理論的な観点からは学会
を代表いたしまして，西山教授に意見を発表し
ていただきます。ちょうど女性の登用を促進す
るということが新しい内閣の課題ということに
なっておりますので，租研としましてもそのよ

うな観点で進めさせていただこうということに
なりました。
その後に，納税者，企業サイドからのご意見

を頂くということになっています。本来は谷口
租研副会長にこの場でご意見を頂く予定であり
ましたが，突然のことで残念ではありましたけ
れども，ご逝去なさいました。本当に心からお
悔やみ申し上げたいと思います。
ただ，谷口副会長は本日の討論会のことをお

気遣いいただいて，意見メモを作成してくださ
っておりました。また，その内容につきまして
は秦専務理事と何度か協議をなさっておられま
した。そのことから，本日は秦専務理事の方か
ら谷口副会長に代わってご意見を発表させてい
ただくということにさせていただきたいと思っ
ております。
それでは，まず前半部分の討議を始めさせて

いただきたいと思います。国の税財政に関する
中長期的な課題と現下の問題，そして，それに
対する施策につきまして，佐藤局長の方からご
説明いただければありがたいと思います。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．最近の経済・財政情勢

（佐藤） 佐藤でございます。どうぞよろしく
お願いいたします。このような場を頂きまして
大変ありがたく存じております。日ごろから租
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研におかれましては，税制についての貴重なご
提言などを頂きまして，大変感謝申し上げてい
る次第でございます。
本日は，税制のみならず，できるだけ包括的

に今現在置かれている経済・財政事情について
ご説明させていただき，併せて，税制がその中
でどう位置付けられるべきかをご説明させてい
ただきます。若干端折りながらの説明となりま
すがお許し賜れればと思います。
どうぞよろしくお願いいたします。
資料は２部作です。１つは「最近の経済・財

政情勢」で，もう１つは「税制の当面の諸課題」
を整理したものです。それぞれに沿ってご説明
をさせていただきたいと思います。

１．全体像
「最近の経済・財政情勢」を１枚めくってい

ただきたいと思います。資料①は，安倍政権が
発足いたしましてからの経済・財政運営の枠組
みというものをわかりやすくまとめたものです。
安倍内閣が発足後，経済情勢は激変をいたし

ました。円安，株高，それから，雇用環境等々
が大きく変わってきています。その背景として
は様々な要因があると思いますけれども，政策
のスタンスの変更がかなり寄与しているのでは
ないかと思われます。それを１つの表にまとめ
た資料②を手始めにご説明いたします。
ご承知のとおり，「３本の矢」の政策がござ

います。金融政策，財政政策，成長戦略という
ことです。上の２つはどちらかといえばカンフ
ル剤的なものですが，これらにより時間を稼ぎ
ながら，３つ目の成長戦略でもって中長期的な
経済成長を目指すということです。まずはデフ
レからの脱却，その後，持続的な経済成長を実
現していく。つまり企業のデフレマインドが「氷
河」のように凍りついているのを溶かし，でき
るだけリスクテイクできる状況に復元させてい
く中で，日本の持ち前の潜在的なストック，資
金力，技術力等々を顕在化させて，ポートフォ
リオ・リバランスを作り上げ，潜在成長率を引

き上げていくことを狙っている政策です。です
から，短期と中長期を一体として考えられるも
のです。
ただ，「３本の矢」の政策をうまく進めてい

くためには，厳しい財政状況から来るリスクを
取り除かなければなりません。吹き出しに「国
債リスクの低下・金利の安定」と書いています
が，持続的な経済成長に向けた施策を進める過
程で，悪い金利上昇を防いでいく，財政のリス
クプレミアムを上昇させないようにしていくこ
とも頭に置きながら進めていかなければなりま
せん。消費税率の引上げというものは象徴的な
取組みの一つです。これは，政府の財政健全化
に対する強いコミットメントを内外に示すとい
う意義を持っており，これにより，金利の低位
安定に努めていくということです。
一方，歳出の大宗が社会保障関係の支出です

ので，財政健全化と一体となって社会保障制度
の安定化をしっかり行っていかなければなりま
せん。このことが，左側の吹き出しにあるよう
に，「将来の信頼」といったプラスの効果が出
てくれば，これらが一体として好循環をもたら
していくことを目指しております。

２．経済政策
安倍政権における経済政策について，具体的

な時系列イメージを示したものが資料③です。
左半分ですけれども，２０１２年末に政権が発足い
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たしましてから「３本の矢」の政策，それから，
昨年１２月２０日に政労使合意が行われ，賃上げの
流れが出来上がっていきました。スタートダッ
シュを非常に巧みに行ったことにより，経済が
順調に成長，回復をしていくという状況になり
ました。
今年の４月１日には消費税率が引き上げられ

ました。これは財政健全化に対する政府の意思
表明そのものです。ただ，それに伴いまして，
その前の１―３月期は駆け込み増によりプラス
６．０％，４―６月期には▲７．１％という形の反動
減が生じています。この駆け込み増と反動減は，
山高ければ谷深しで，元々想定されたものです。
その後の７―９月期以降については，民間予測
機関の見通しでは，点線で描かれた右肩上がり
の回復軌道のラインに沿って戻っていくことが
予測されています。
右半分をご覧いただくと，消費税率の引上げ

に併せて経済政策パッケージを講ずることで，
全体として反動減からの早期回復を下支えして
いこうとしています。
６月２４日には，「日本再興戦略」を改訂いた

しました。中長期的な成長率の底上げ，生産性
向上のための底上げ戦略を併せ行いながら，下
折れしないような形をつくり上げようとしてい
ます。反動減から早期回復させ，成長軌道への
復帰を確実なものにしていくということが，大
変重要なことだと考えております。
足元の景気については色々な見方がございま

すが，GDPの回復基調を確実にしていくため
に政策運営の手綱をしっかり締めて，メンテナ
ンスをしっかりしていく必要があると考えてい
ます。

３．経済状況
そこで，経済の現状のご紹介をさせていただ

きたいと思います。資料⑧です。
これは株価をはじめとする，金融市場周りの

さまざまな指標です。アベノミクスによって，
経済の様相が一変したことがご覧いただけます。

資料⑨で実体経済の数字を確認したいと思い
ます。実質GDPの動きですが，先ほどご覧い
ただいたように，右側のグラフで１―３月期は
駆け込み増の影響があり，プラス６．０％となっ
ています。４―６月期は反動減によりマイナス
７．１％ですが，１―６月をならした上で，それを
前年同期比で見ますと，プラス１．３％，去年の
１０―１２月期と比べても，プラス０．５％です。山高
ければ谷深しで，反動減がありましたが，なら
してみれば回復軌道上にあるということです。
ただ仔細に見ると，民間消費，設備投資，公

共投資，輸出等がどうかなど，色々な懸念を指
摘する向きもあります。資料⑩は各界のエコノ
ミストの見方を紹介しています。申し上げたよ
うな幾つかの項目について悲観的に見る見方と
楽観的に見る見方が交錯しているという状況で
す。
部門別に見ていただきます。企業部門の状況

は，資料⑪です。鉱工業生産指数で見ていただ
きますと，プラスの方向となっています。設備
投資計画は，６月の日銀短観の調査では上方改
訂をされプラスになっております。企業収益環
境は非常に良好であること，それから，設備の
不足感も相当高いことから，設備投資の増加傾
向は維持されていくという見方も十分成り立つ
と思っております。
資料⑫と資料⑬は家計部門です。個人消費の

動き等を確認していただきます。
まず資料⑫は，商業販売統計や家計調査の数

字です。３月が駆け込み，４月が反動減，その
後はもたつきながらも回復しつつあるという状
況です。アメリカでは今年の春先は大雪で大変
だったわけですが，日本もそれに劣らず，雨や
台風による大きな被害があり，天候異常による
悪影響も大きかったと思われますが，いずれに
しても家計部門の経済状況が今後どう推移する
かはまさに要注意です。
ただし，資料⑬で雇用や所得の環境を確認し

ていただくと，失業率や有効求人倍率などを見
ると完全雇用に近い状態になっており，更に持
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続的に改善している状況です。左下はそれぞれ
フルタイム，パートタイムの賃金の動きですが，
改善傾向は明白です。それから，春闘の状況を
書いてありますけれども，全企業で２．０７％，ベ
ア分でもプラス０．４％というように，これまで
とは様変わりの状況になっております。
右上は１人当たり名目賃金です。賃金総額は

名目雇用者所得として，１人当たり名目賃金と
労働者数とを掛けたものです。数字を確認いた
だきますと，１人当たり名目賃金が前年比で
２．６％のプラス，労働者数もプラス１．６％です。
これらをかけ合わせると，４．２％増，実質でも
プラス０．２％という形になっているわけです。
ベアの成果が基本給の増加として表れている

とか，ボーナスも良かったとか，或いは労働者
のところにつきましては正規雇用の比率が上昇
するとか，構造的な変化の予兆すら感じられま
す。所得・雇用環境が非常に改善されているこ
とは事実ですから，これを持続できれば，消費
の息長い下支えが可能になってくるのではない
かと見ております。加えて，消費税が８％に引
き上げられたことに伴い，所得の低い約２，４００
万世帯に対して，簡素な給付措置の支給が始ま
っておりますけれども，このような政策の効果
も次第に顕在化してくることも期待されます。
実質賃金に着目すべきだという議論がござい

ます。実質賃金，すなわち１人当たり名目賃金
を物価で割ったものですが，景気回復の局面で
は，名目賃金の動きがどうしても遅行的になっ
ていく傾向があることも踏まえてよく見ていく
必要があります。
また，一口に物価上昇といいましても，今回

の物価の上がり方は通常の場合と違い消費税率
引上げに伴う物価上昇を含んだものであるとい
うことです。実質賃金を見る時にはその分の影
響を除いて考える必要があります。
いずれにしても，全体的には所得環境が良く

なっていますが，今後ともよくウォッチしたい
と思っています。
資料⑭は，９７年に消費税を３％から５％に引

き上げたときの経済状況と現在の経済状況を比
べてみたものです。現状と何が違うかというこ
とは一目瞭然です。２０１４年には，雇用・設備・
負債の３つの過剰という状況はみられず，経済
の底力は段違いに力強いものがあります。デフ
レに突入していく状況が９７年時点にあったのに
対して，今はデフレから脱却して，賃金が上昇
局面に来るということで，ベクトルが全く違う
方向に動いています。よほどのことがない限り，
下振れて腰折れてしまうような状況にはないと
思われますが，ここはなおしっかりウォッチし
ていきたいと思います。

４．成長戦略
ここから先はアベノミクスの「第３の矢」の

成長戦略の話を申し上げます（資料⑮）。
本年６月に「日本再興戦略」の改訂版を出し

ました。大部なものですが，要点をこの３つの
ポイントで整理をさせていただきます。
１つ目は日本の「稼ぐ力」を取り戻すという

視点から，コーポレートガバナンスの強化，政
労使会議の継続，成長志向型の法人税改革を三
位一体となって行うことで収益力を拡大し，賃
金や配当等によってステークホルダーに還元し
ていくといういい流れを作り出していこうとい
うものです。２つ目は，女性・外国人の活躍促
進と働き方の改革です。３つ目が農業，医療等
における岩盤規制改革により，新しい市場を作
り出していくという政策です。いずれにしても
デフレからの脱却が視野に入りつつあり，デフ
レマインドが打破されるきざしがある，まさに
この機会をとらえて，中長期的な経済成長につ
なげていけるようにという発想なのです。冒頭
に申し上げたようにデフレマインドが壊されつ
つあるという現状下で，リスクを取りながら何
をしていくかは専ら民間部門次第ですが，これ
を支えていくために政府として最大限の取り組
みを行っていくという考え方であり，アベノミ
クスも第２フェーズに入ってきているという認
識です。
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資料⑯は，特に「稼ぐ力」という視点を取り
出したものです。企業の生産性を向上させ，高
付加価値化，収益性向上を実現させていく，
ROEを上げていくという動きの中で賃金や設
備投資，配当の形でステークホルダーに還元さ
れて，いい好循環を生み出していくことが求め
られているわけです。
そのために，例えばコーポレートガバナンス

の強化により，企業における新陳代謝とか，或
いは企業風土の変革という１つの大きな流れを
作り出していく必要があります。また，「政労
使会議」を活用して，生産性向上に伴う賃金の
上昇や，多様な形態の正規雇用労働者の実現と
いったような労働市場改革も推進していきます。
成長志向型の法人税改革は，そういった施策と
一体のものとして位置付けられます。法人税に
ついては後程申し上げますけれども，単純な法
人税率の引下げということではなくて，経済の
好循環を作り出していくためのポジティブな法
人税構造改革を志向するものとしてしっかり検
討していくことが重要と思います。
資料㉒です。担い手を生み出すという視点か

ら，女性の働き方に中立的な税制，社会保障制
度の見直しを検討することとされています。配
偶者控除に絡む話，大きく言えば，家族の在り
方をどう考えるかという問題もここに直結する
ので，今後丁寧に議論をしたいと思っておりま
す。

５．財政
資料㉕です。財政問題を考える場合，何より

も社会保障の在り方を考えなければなりません
が，そのためにも，まず人口構造の変化につい
ての現状をご確認いただければと思います。
左側のグラフは６５歳以上の対総人口比です。

日本は２０００年の段階で１７．２％でございますけれ
ども，２０１５年には２６．４％，２０２０年では２８．６％と，
急激に伸びていく状況であり，人口構成も極め
てアンバランスなものになっていきます。
資料㉖をご覧下さい。団塊の世代の動きを図

示したものが左側のグラフです。２０２０年に団塊
の世代が７１歳から７３歳になります。１人当たり
の医療費，国庫負担等をご覧いただきますと，
年齢が上がるにつれて，急激に国庫負担が上が
ってまいります。つまり，高齢化のスピードに
比して，財政負担はそれ以上のスピードで増大
していくという構造だということです。２０２５年
になりますと，団塊の世代が全て７５歳以上にな
ります。１人当たりの医療費の国庫負担が３２．６
万円という世界に入ってくるので，医療・介護
の費用が２０２５年を境に更に増大していくという
ことになります。
資料㉗は，社会保障給付費がどう伸びるかを

示しています。
右側のバーグラフをご覧ください。１９９０年の

歳出では，公共，防衛，文教・科学技術が２５兆
円，それに対して２０１４年が２６兆円，地方交付税
は１９９０年度の１５兆円に対して２０１４年度の１６兆円
と，おおむね横ばいです。大きく変わっており
ますのが社会保障支出で，１２兆円から３１兆円へ
約２．５倍となっています。それから，国債費が
１４兆円から２３兆円です。１９９０年当時は公債残高
１６６兆円で金利水準が６％程度でしたが，今は
公債残高７８０兆円で金利水準が１．２％です。現在
の低金利により財政的には助かっていますが，
それでも国債費は２倍弱増加しています。
資料㉘をご覧ください。貿易サービス収支は，

震災以降，原油の輸入急増等により，赤字とな
っています。所得収支の黒字により今のところ
はオフセットされておりますけれども，経常収
支が難しい状態になってきています。これが続
くようですと，財政赤字と併せていわゆる双子
の赤字になっていく可能性も否定できません。
それから，右側のグラフですが，一般政府債

務残高が１，２００兆円程度で，これを消化するた
めのバックアップとなる家計金融純資産が
１，２６０兆円であり，更にはどんどんその差が縮
まってきている状況です。
この２つのグラフを併せ見ますと，国債がど

んどん累増化していくことがいかに潜在的な不
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安材料を抱え込んでいるということは自ずとわ
かるところです。
政府は，財政健全化目標を資料㉙のとおり設

定しております。２０１５年度の国・地方の基礎的
財政収支（PB）の対 GDP比を２０１０年度▲６．６％
に比べて半減させ，２０２０年度にはそれを黒字化
させる。それ以降は債務残高のGDP比を安定
的に引き下げていくという目標を立てています。
資料㉚は，内閣府が一定の仮定を置いて中期

的な財政状況を試算したものです。名目経済成
長率が，２０１５年度以降３％程度で経済成長する
という状況を前提にしています。それから，消
費税率の１０％への引上げも織り込んで試算され
ています。
その上で，右側のグラフを見ていただくと，

実線（経済再生ケース）の折れ線グラフですけ
れども，２０１５年度の見通しとしては基礎的財政
収支（PB）の対 GDP比は▲３．２％です。２０１０
年度の▲６．６％に対しては約半分ですので，何
とか半減が視野に入ってきているということで
す。ただ，その先の２０２０年度の状況をみると，
成長率が３％をこえるかなり意欲的な状況の下
ですら▲１．８％で，実額では，１１兆円程度の赤
字が見込まれています。PBの黒字化に向けて，
この状況にどう対応していくのかが，１０％への
引上げを行った上で更に突き付けられている課
題だと言えます。
こうした極めて厳しい現状の下，経済再生と

財政健全化の両立という課題に対して，ナイフ
の刃を歩くような絶妙なバランスを保ちつつ取
り組んでいかなければならないわけです。これ
は誠に厳しい現実ですが，もはや逃げることは
できません，果敢に取り組んでいくしか道はあ
りません。

Ⅱ．税制における当面の諸課題

次に「税制における当面の課題」というテー
マに移りたいと思います。消費税をはじめ，４
つのテーマに分けてご紹介をいたします。本年

秋以降，本格的な税制改正作業に取り組んでい
くわけですが，非常に重い項目が横たわってお
り，いつもの年とはいささか趣が違うという感
じがしております。法人税改革や消費税をめぐ
る話，所得税の配偶者控除に関わるものなどが
課題です。
１つ１つ丁寧に議論しながら結論を導いてい

くことになりますけれども，担当者としての正
直な実感を申し上げますと，日本の経済・社
会・財政が大変動を起こしていて，日本の税制
そのものがその構造変化にフィットしているの
か否か，更には将来を見据えてどうあるべきか
を模索すべき事態に至っているのではないかと
いう気がします。
もちろん毎年度の改正の中で，必要な見直し

や手直しがなされてきておりますけれども，そ
れでも十分ではなく，むしろ「改革」という形
で様々な税目のあり方そのものを再検討する必
要が生じてきているのではないかという気すら
して参ります。
従いまして，今から申し上げます４つのテー

マについても，あるべき税の姿をどう考えたら
いいのかという大局観を常に頭に置きながら，
改正作業に当たっていかねばならないと思って
おります。

１．消費税関係
まず，資料33の消費税です。消費税率の１０％

への引上げについては「骨太方針」で「２６年中
に判断を行う」とされています。税制抜本改革
法案のときの国会の議論では，「経済状況の判
断」とは，基本的には例えばリーマンショック
のような極端なことが起こった場合には引上げ
は困難だというようなことを想定したもの，と
のやりとりがございましたけれども，実際に引
上げ判断をするときには足元の経済状況を丁寧
に見ていくというのは当然ということで，２６年
中に判断を行うことが閣議決定で確認されまし
た。
７―９月１次QEが１１月１７日に出されますの
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で，それを注目しつつ，さらに将来の経済の見
通しはどうか等についても総合的に勘案しなが
ら，判断していくということになります。
足下の経済状況を心配する意見がある一方で，

消費税の１０％への引上げがすでに法律として制
定されている事情や，消費税が社会保障財源に
なっていることなども含めて総合的に考えるべ
きだという意見も多くあり，いずれにしてもし
っかりと判断していくということかと思います。
なお，１０％への引上げを仮に延期すると判断す
る場合には，当然のことながら税法を改正しな
ければなりません。

資料35は，消費税を５％から１０％に引き上げ
た場合に，その税収を全て社会保障財源に充て
るという法律上の規定になっておりまして，そ
れがどういうところに使われるのかを整理した
ものです。
税率５％の引上げにより約１４兆円の歳入増に

なりますけれども，その行き先としては社会保
障の充実に１％相当の２．８兆円，社会保障の安
定化に４％相当の１１兆円強を充てることになっ
ています。８％から１０％への消費税率引上げが
滞りますと，子ども・子育て支援など社会保障
制度の充実に支障が出てきかねません。
資料36は転嫁対策等の取組みについてです。

転嫁対策につきましては「消費税転嫁対策特別
措置法」に基づきさまざまな調査，指導等の取
組みが行われています。
転嫁拒否等に対する調査，指導，勧告につい

て，これまでの実績件数が示されております。
こういうことをやりながら，着実な転嫁が進む
よう対策をしてきていますが，引き続きしっか
り取り組んでいきたいと思います。
資料38は，消費税の軽減税率についてです。

低所得者への配慮の方法として，軽減税率がい
いのか，或いは給付がいいのか，さまざまな議
論がある中で，与党の２６年度税制改正大綱では，
「税率１０％時に導入する」とされました。ただ
し，「関係事業者を含む国民の理解を得た上

で」となっておりますので，軽減税率に対する
理解が得られる状況かどうかを確認しながら，
これから議論を幅広に進めていく必要がありま
す。
軽減税率については，国民にもう少し具体的

なイメージを持った上でご議論いただきたいと
いうことで，本年６月５日に，与党において
「消費税の軽減税率に関する検討について」が
公表されました。資料39は，その要点を抜粋し
たものです。例えば左側の上ですが，対象品目
の範囲をどうするかという点については，一口
に飲食料品といいましても，いろいろな線引き
ができますので，仮に①から⑧までという線引
きを考えるとすると，どれぐらいの減収になる
かということが示されています。また，それぞ
れの線引きを行うと想定した場合に，どのよう
な境界事例が出て来るかといった点も明らかに
しています。このように，この資料は，軽減税
率のあり方を消費者団体や事業者団体を含め，
国民の皆様に考えていただく材料として提供さ
れています。
区分経理につきましても，軽減税率を導入す

るとすれば，そのための環境整備をしなければ
なりません。インボイスなどをきちんと整備す
る方式から簡便な方式まで，様々の方法を整理
して公表されています。
こうした資料をベースに，資料40の６２団体に

ヒアリングが行われましたが，結論的には賛否
両論あり，着地するという感じには至ってませ
ん。
軽減税率の導入に賛成する団体は自ら関係す

る商品は軽減対象にしてほしいということです
し，反対の立場からは線引きが難しい，事務負
担が大変，高所得者にも適用される，といった
問題点の指摘がございました。年末に向けてど
ういう出口を模索するかは，今後，与党におい
てご議論されるものと思います。

２．法人税関係
法人税につきましては，資料41の「骨太の方
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針」において，今後取り組むべき法人税改革の
方向性が集約されております。
「成長志向に重点を置いた法人税改革に着手

する」，「数年で２０％台まで引き下げることを目
指す」，「来年度から実施」，「財源については，
課税ベースの拡大等による恒久財源を確保す
る」，「年末に向けて議論を進めていく」いうこ
とです。
企業がグローバルに国を選ぶ時代になった今

日，法人税率引下げは避けられないと考えられ
る一方で，現在の法人税の構造が，赤字法人温
存的になっているのではないか，黒字企業に税
負担が偏りすぎており成長阻害的になっている
のではないかと考えられるのです。このため単
なる税率引下げではなく，競争促進・成長志向
の改革として，企業が収益性を向上させていか
ざるを得なくなる状況を作り出していく，その
ために「広く薄く」負担を求める構造にしてい
くことこそが，法人税改革の目指すべき方向と
いうことです。
資料42は，国・地方をあわせた法人実効税率

の国際比較です。日本の法人実効税率
は，３４．６２％で，他の国と比較しても高めの水
準です。
また，日本特有の状況としては，国税と地方

税との２階建てになっているということがあり
ます。法人実効税率引下げに当たっては，国・
地方が役割分担しつつ，全体としてどう引き下
げていくかということが課題になります。
資料43は，国民負担率（対GDP比）を示し

たものですが，法人所得課税のところをご覧い
ただきますと，日本の場合は３．２％となってお
ります。他の国も大体同じような水準になって
おります。
GDPに対する法人税の負担率がほぼ同じ水

準なのに，法人実効税率が高いというのはどう
いうことか。それは，すなわち課税ベースがか
なり狭いということです。この課税ベースを狭
めているものは何かについては，資料45をご覧
ください。ここに示されているような諸制度に

より，課税ベースが５．８兆円程度浸食されてい
ます。さらには，資料47を見ていただくと，日
本の場合，利益計上法人の割合が３割弱と極端
に低い水準にあります。これは一部の黒字法人
に税負担が集中するという偏った負担構造にな
っていることを示しています。このような日本
特有の状況を根本的に見直すことで，黒字化へ
のインセンティブを付与し，より競争的な環境
を作り出していく必要があります。
資料50は，与党税調がまとめた，「法人税改

革に当たっての基本認識と論点」の概要です。
ご覧いただきますと，「成長につながる法人

税の構造改革」という見出しがございます。「よ
り広く課税を行いつつ，稼ぐ力のある企業や企
業所得の計上に前向きな企業の税負担を軽減す
ることで，成長につながるような法人税改革を
行う」と指摘されています。それから，地方法
人課税改革の関連で，「応益課税の考え方に基
づく地方法人課税の改革」を進めていくことも
指摘しております。
資料51では，「納税している企業が３割程度

にとどまる状況が長らく続いている。収益性の
高い企業の税負担を緩和し，より広く課税して
いくことで税負担の偏りを是正する」という方
向性が書かれています。
それから，�４では，「法人減税の財源が消費

税率の引上げによって確保されたかのような誤
解を生じさせることは絶対に避けなければなら
ない」としています。
最後に「改革の展望」として，「世界で行わ

れている『課税ベースの拡大をしつつ，税率を
引き下げる』という法人税の構造改革を行うべ
き」，「恒久減税には恒久財源を確保するとの方
針で臨む」という原則論が書かれております。
以上申し上げてきた問題意識をもって，「改

革の名に値する法人税改革」に取り組んでいき
たいと思っています。

３．所得税関係
次に所得税の論点に入ります。所得税につい
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て，資料55は「日本再興戦略」の中の記述です
が，税制について，女性の働き方に対してより
中立的な制度とする方策について検討を進める
となっております。
これに関係しますのが所得税の配偶者控除で

す。ご承知のとおり，配偶者控除については，
配偶者特別控除によりいわゆる１０３万円の壁は
基本的に存在しません。ただ，１０３万円という
心理的な壁もあるので，これを含めて検討せよ
とされています。
働き方ということになれば，結婚や子育てを

どうするかといった点を含め，家族の在り方を
どう考えるかという価値観にも関わる議論にも
波及しますので，配偶者控除の在り方だけを議
論していても，なかなか答えが出ないというの
も事実です。
ご案内のとおり，所得税はたくさんの控除が

設けられていますので，全体として控除を新し
い時代に合わせた形で再設計しないと，なかな
か１つのソリューションにならないのではない
かというのが正直な感想です。そのあたりは，
政府税調等々でしっかり議論を深めていきたい
と思っております。また，この場でもそういう
ようなご議論を賜ると大変ありがたいと思って
おります。
更に最近は地方創生という新しい文脈の中で

人口減，結婚・出産・子育て，そのあたりをど
う考えるかということも非常に重要なテーマに
なっておりますので，その文脈をも視野に入れ
て，ソリューションを見つけていきたいと考え
ております。

４．国際課税関係
国際課税関係も最近非常に活発な展開が見ら

れております。国際課税は，「投資・経済交流
の促進」と「国際的な租税回避の防止」を目指
しており，このための国際協調の取り組みが行
われておりますので，こうした流れに沿った形
で必要な改正に取り組んでいかなければならな
いと思っております。

まずは，「税源浸食と利益移転」という
「BEPS」と呼ばれているものについてです。
多国籍企業による税制の隙間や抜け穴を利用し
た租税回避スキームに対する対応を行っていく
という取組みがOECDを中心に行われており
ますので，それに絡む改正を目指していくとい
うことです（資料59）。
資料60の「非居住者に係る金融口座情報の自

動的交換のための報告制度」も，同じように国
際的な租税回避への対応という視点からの取組
みです。非居住者の国内口座情報を各国税務当
局間で定期的に交換するための国際基準が策
定・公表されていますので，これを実施できる
ような国内法整備を図っていかなければならな
いと思っています。
最後は，資料61の租税条約です。現在の我が

国の租税条約ネットワークは６３カ国しかござい
ません。中国などは１００カ国にわたるネットワー
クを形成していると聞いておりますので，我が
国も広げていく必要があると考えています。こ
れは経済界ともよく相談をしながら整備をして
いきたいと思っています。

５．まとめ
時間の関係で少し端折りましたけれども，ご

説明いたしましたこの４つのテーマについて，
年末に向けての税制改正の中で一定の結論を導
き出さねばなりません。
ただ，先程申し上げましたように，将来を展

望すれば，日本の経済・社会構造の大きな変化
があって，これによって税制がうまくフィット
していないとするならば，いずれ大きな手術を
しなければならないのではないかと思われます。
税制については，グローバル化の進行や人口構
成の大きな変化など時代の状況が変わっていく
中で，こうした状況にふさわしい税体系を確立
するとすれば恐らく消費税を中心とする税制と
いうものを志向していくことになるのだろうと
思います。併せて，そういう税体系を志向した
ときに，それとの組み合わせで，所得税なり，
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資産税なり，他の税はどういう役割になるかと
いう新しいテーマも出てくると思います。
若者世代が退職世代に対して人口比７～８倍

もいるような１９７０年代においては所得税中心の
税体系がふさわしかったかもしれませんが，若
者世代が退職世代のたった人口比２倍ぐらいし
かないような現代においては税体系が，そのま
までいいというわけにはいかないと思います。
今の時代に合わせた税体系を考えるという局面
が必ずや参ります。租研におかれましても，そ
のような長い目線での税の在り方についてご議
論を賜ればと思っておりますし，われわれもし
っかりと勉強していきたいと思っております。
もとより，足下の改正が大切なことは言うまで
もありませんが，それだけにとらわれることな
く，これからの時代を見据えた税体系のあり方
についても議論していくべきだと思っています。
目指すべき税体系の「北極星」を発見したいと
思っています。
ご清聴ありがとうございました。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） 佐藤主税局長，ありがとうございま
した。
それでは，早速ただ今の説明に対しまして西

山教授の方からご意見，ご質問をお願いいたし
ます。
―――――――――――――――――――――

Ⅲ．財政・税制（国税）への意見

（西山） 明治学院大学の西山です。よろしく
お願いいたします。このような伝統のある大会
の討論会の発言者として私が相応しいかどうか
わかりませんが，先ほど岩﨑先生からご紹介が
ありましたように，安倍政権の新成長戦略で女
性の活躍が重視されていることから，一女性の
視点から意見を述べさせていただきます。それ
から，消費税をライフワークにしているもので
すから，消費税の観点からも質問をさせていた

だきます。

１．消費課税の原則―公平と効率
３つの意見と質問をさせていただきたいと思

います。まず１つは，午前中の田近先生のご講
演の中でも「法人税改革の原則は何か」という
お話がありましたが，今般の税制改革をどのよ
うな原則を持って遂行していくべきかというこ
とです。
平成２０年度以降，消費税の税収が法人税を抜

き，第２の基幹税になっています。消費税の重
要性が高まっていく中で，「公平な課税とは何
か」と改めて考えてしまいます。課税の原則は
公平であることだと思うのですけれども，その
公平原則を考えた場合に，所得税は応能負担と
いうところで説明ができるかと思うのですが，
消費課税における公平とは何かということを考
えたときに，実はわからなくなってしまいます。
消費課税において応能負担ということだけを

考えていきますと，いわゆる逆進性の問題ばか
りに目が向いてしまいます。「中立性の原則」
もしばしば言及されますが，この場合，国家間
の競争中立とか，事業者間の競争中立とかいう
ことで，担税者である消費者が置いていかれて
しまいます。そうしますと，今いろいろと考え
ていく中で，「効率性」が重要な原則ではない
かと思うのです。効率性ということを言います
と，国庫主義者みたいに思われるかもしれませ
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んけれども，重要なのは消費者が負担した税が
ロスなく国に納められることです。つまり，事
業者の側で益税とか，損税が発生しない，徴税
の側で過重な徴税コストがかからない，そのよ
うな効率性こそ消費税の原則ではないかと思う
のです。
そこで，佐藤主税局長に質問させていただき

たいのですけれども，消費税の徴税コストに関
する公式なデータを公表していないのはなぜで
しょうか。例えばイギリスですと，内国歳入関
税庁年報には税目ごとの徴税コストが出ていま
す。２０１３年のデータよりますと，複数税率構造
の中で法人税（１ポンドの税収当たり０．７７ペン
ス）と消費税（同０．６４）と，あまり変わりませ
ん。つまり，複数税率の下では徴税コストがか
さむようなのですけれども，税目ごとの徴税コ
ストを国民の一人としてぜひ知りたいと思いま
す。

２．日本の持続的な発展と税制
２点目の意見は，日本の持続的発展に関する

ことです。日本の持続的発展のために，税制に
は何が求められるかということです。端的に言
えば，持続的発展とは，人や技術が将来につな
がっていくということですから，少子化の問題
と高い技術を持った中小企業の継承の問題に，
税制面からも取り組まなければなりません。
午前中の田近先生のご講演の中でも中小企業

の問題が所得課税の問題で取り上げられて，中
小企業の問題は各論でなく，全体で議論してい
くべきだと問題提起されていました。中小企業
の承継税制といいますと，親ばか税制と言われ
たりなどしますけれども，優良企業を国内にと
どめるというところが重要になってくるかと思
います。企業数からいいますと，中小企業は
９９％，それから，雇用の６６％を担っているとい
うことですから，優良な中小企業の承継という
ところも重要な問題だと思います。
春にヨーロッパで中小企業の現地調査をして

きたのですけれども，ヨーロッパの中小企業の

構造は日本と類似していて，企業の９９％が中小
企業で，雇用の６６％を中小企業が担っていると
いうことなのです。EUにおける中小企業の定
義ですけれども，資本金ベースではなくて，売
上金額と従業員数の２つの基準ベースです。日
本の税法は，主に資本金ベースですが，必ずし
も企業実態を表していないのではないかと思わ
れます。

３．子育て支援と所得税
配偶者控除の問題としまして，日本の所得税

制が個人単位主義を採用しているにも拘わらず，
配偶者の所得の多寡によって税額が増減すると
いうのは明らかに論理矛盾だと思います。とは
いえ，配偶者控除が既得権になっているという
こともありますので，この税制の歪みを矯正す
るためにはある程度痛みが必要かと思いますけ
れども，それに代替するような教育費支援とか，
そういうこともお願いしたいと思います。
特に子育て支援につきましては，税額控除と

か，給付ということよりも，設備の充実をお願
いしたい。これは文科省や厚生労働省だけの問
題ではなくて，財務省にぜひ財政的にお願いし
たいと思うのです。私の周囲でも，都内の保育
所に空きがないために，子どもを四国の実家に
預けて週末に引き取りにいくような，長期距離
介護ならぬ，長距離育児をしているようなケー
スもあります。
それから，小１の壁といって，就学前は何と

か預けられるのだけれども，就学後に子どもを
預けるところがないというようなこともありま
す。まずは設備の量，それから質との充実をぜ
ひお願いしたいと思います。
いわゆるM字型就労というのは，経済的に

も雇用環境においても余裕のある時代の働き方
だと思いますけれども，現在は働かざるを得な
い，働くことが期待されているということもあ
りますので，この点の配慮もぜひお願いしたい
と思います。
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４．消費税における課税事業者登録制度
最後の３点目は，消費税に関することです。

現在，事業者登録制度というものがありません。
事業者が課税事業者かどうかという区別ができ
ない中で，国境を越えるデジタル・サービスに
ついて，B to B と B to C と分ける課税の仕組
みが検討されています。
課税事業者登録が導入される見込みがあるの

かどうか。ないとすれば，どういうところに支
障があるのかというところもお伺いできればと
思います。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。
併せて，秦専務の方からご意見を頂いて，そ

の後，ご回答をお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（秦） 専務理事の秦でございます。岩﨑先生
からお話がございましたけれども，私の立場は
谷口副会長の意をくんで，その意を体して発言
することだと思っておりますので，どうかよろ
しくお願いいたします。ただいまは，財務省の
佐藤様には，わかりやすく御説明いただきあり
がとうございました。

１．我が国の経済環境
安倍政権が発足して以来，いわゆるアベノミ

クスの成果で，日本の景気回復が実現してきて
おり，長年の懸念であったデフレからの脱却に
も目途がつきつつあります。
この４－６月期の実質GDP成長率は，前期

比年率－７．１％に下方修正されました。これは，
想定されていた消費税率の引上げによる影響に
加え，集中豪雨などの天候不順の一時的な影響
も大きかったための結果であり，景気回復のト
レンドは維持されているものと推察しています。
今後は，こうした短期的な不安定要素を取り

除くことに加え，もうしばらくの間は，日本経
済を自律的な成長軌道に乗せるため，経済成長

に焦点を当てた集中的な政策運営が必要と思わ
れます。
リーマンショック以来，長く続いた停滞を脱

却し，さらに震災の被害を乗り越え，構造的に
日本の再興を実現するために時間がかかるのは
やむを得ないと存じます。重要なことは，政府
が明確な方針を打ち出し，一歩一歩，着実に実
行していくことで，今後の経済再生への期待を
形成することであると存じます。安定政権にな
って，日本の再建に向けた取り組みが強力，か
つ着実に進めることが可能となっております。
ここ数年が最後のチャンスかもしれないと認識
しております。内閣改造を経て，第二ステップ
に入る政権運営に期待しております。

２．財政の健全化
財政の健全化の話です。午前中も財政健全化

についてかなり厳しいお話がございました。わ
が国の長期債務残高が１，０００兆円を上回るとい
う歴史的，国際的にも最悪の水準となっており
ます。長期債務残高の累増に歯止めがかからな
ければ，わが国の財政は持続不可能な不測の事
態に陥る懸念があります。
税収が歳出の５割程度しかないという極めて

異常で，大変由々しき事態と思っております。
持続的な成長のためには言うに及ばず，リスク
回避という観点からも健全化に向かって危機感
を持って対応していくことが必要だろうと思い
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ます。そういった意味で歳出・歳入両面からの
改革が強力に必要だと思っております。
歳出については，ないところからはお金が生

まれないことを十分に認識すべきです。社会保
障の給付の思い切った重点化，効率化を中心と
した歳出削減が不可欠です。また，歳入面につ
きましても，国際的な信認にも配慮が必要であ
り，消費税の１０％への着実な引き上げが不可欠
です。ただし，それだけでは受益と負担とのア
ンバランスが解消しない状況です。消費税を中
心とした新たな税制改革が必要であると存じま
す。
財政の健全化を実現するためには，財政健全

化法といった一定の強制力のあるルールが必要
ではないでしょうか。そのためには，国民の理
解，コンセンサスの醸成が必要と考えておりま
す。

３．税制改革の方向性
税制改革の方向性についてですけれども，先

ほど西山先生からもお話がありましたが，税制
改革に当たっては公平，中立，簡素の租税原則
の観点から再検討をする必要がございます。そ
れは，「何が公平なのか」「何にとって中立なの
か」「簡素化によって，犠牲となるものはなに
か」といった国のインフラとしての制度設計に
他ならないと存じます。特に公平性は最も重要
なものです。
租研のアンケートでも，公平性が一番の基本

であるという結果が出ています。公平性を原点
として，大きな時代の変化の流れの中で税制改
革をしていく時期に来ているのではないかとい
うことです。

４．債務残高と一体改革
税制改革を含む一体改革の時間軸についてご

意見をお伺いしたいと存じます。
先ほどもご説明がございましたけれど

も，２０１５年や２０２０年の財政健全化目標が取り上
げられ，そのときのプライマリーバランスの見

通しの話がよく出てまいりますが，本来はその
後ろにある債務の絶対額が大きな問題であると
思います。その解消を目指す必要があることを
考えますと，今後想定される改革時期はどのぐ
らいの期間で考えていけばよろしいのか，ご教
示いただければと思います。

５．法人税
税制各論として，法人税につきましては日本

を国際的に見て，ビジネスに魅力のある国にし
ていく必要があると思います。それは海外から
企業が入ってくるということもございますけれ
ども，海外に出ていった日本企業がまた戻って
くるといった魅力ある日本にしていく必要もあ
るだろうと思っております。
法人税改革は日本の立地競争力の強化と日本

企業の国際競争力を高めることを目指すもので
す。少なくとも国際的に調和の取れたイコール
フッティングな法人税制とすることによって成
長戦略の実現に結び付けていく必要があると存
じます。
政府が数年で法人実効税率を２０％台に引き下

げることを目指し，この引き下げは来年度から
開始するということを言われており，高く評価
しているところです。法人税率の引き下げの道
筋を明確にし，早期に実現することが何より重
要と存じます。同時に課税ベースの見直し等に
つきましても，国際的な調和に留意して検討し
ていただければと存じます。
政策税制については廃止を含め，見直すべき

ものは見直す一方で，日本の経済発展に不可欠
な制度は重点的に本則化し，さらに拡充するこ
とが必要です。
特に研究開発税制です。日本の国際競争力を

高める基盤はイノベーションの緩みない創出に
ありますので，景気に左右されず，安定的・継
続的に研究開発が可能となるように，成長志向
の税制として恒久化，さらに拡充することが重
要と考えております。

― 44 ―



６．消費税
持続可能な社会保障制度となる安定財源の確

保と財政健全化を目指すため，消費税につきま
しては，税率１０％への引き上げは確実に実施す
る必要があると思っております。さらに，受益
と負担の大幅なアンバランスが継続している実
情と今後の社会保障費の増加を考えますと，消
費税のさらなる引き上げを検討する必要がある
と存じます。
なお，低所得者対策として複数税率が検討さ

れておりますけれども，公平，中立，簡素の観
点から単一税率が望ましいと考えております。
租研のアンケートでも８割近くの会員が単一税
率を支持しております。
消費税は，社会保障４経費に使途が限定され

ており，受益ある社会保障費は低所得者に十分
に配慮されており，受益と負担のバランスを考
えて，低所得者対策は給付面で対応すべきでな
いでしょうか。税制に過度の逆進性対策を期待
することは，非効率と考えます。

７．所得税
所得税につきまして，累次の税率構造の大幅

な緩和措置によって所得税の所得再分配機能，
税収調達機能が弱まっております。その機能の
回復を図っていく必要があると存じます。特に，
低税率適用の所得ブラケット幅の縮小や最高税
率の引き上げなど累進税率構造の見直しの検討
が重要であると思います。

８．国際課税
国際課税につきまして，BEPS対応はその趣

旨に賛成ですけれども，過度の情報開示の義務
化を含め，合法的な行為を過度に規制すること
は企業の経済行為を阻害する懸念があります。
十分な配慮をしていただくことを期待しており
ます。さらに国内法への適用については十分な
猶予期間を設けての対応をお願いしたいと思い
ます。

９．今後の法人税改革
ご意見をお伺いしたい点としては，今後の税

制改革に向けて，大企業と中小企業，法人と個
人，国税と地方税といった区分について，どの
ような観点から検討されていくべきとお考えで
しょうか。ご教示いただければと思います。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。それでは，
佐藤主税局長の方から，お答えできる限りで結
構ですので，ご回答の方をお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（佐藤） たくさんの貴重なご指摘をいただき，
ありがとうございます。的確なお答えとなるか
どうかいささか不安ですが，気付きの点を申し
上げさせていただきます。

１ 公平性と効率性
まず消費税の比重が高まっていく中で，税制

の公平性と効率性のどちらに重きをおくべきか
という点ですが，ロスなく収納できるというこ
と，課税所得の操作がしにくいということ等の
面から見ると，効率性という観点も大切な考え
方だろうと思います。
ただ，公平性という観点も大切であることは

いうまでもありません。ここで，公平性につい
て一言申し上げたいと思います。公平性の一つ
の切り口は，生涯を通じた公平性ということで
す。収入を得る時期に関わらず，生涯年収が１
億円の人と１０億円の人がいて，それぞれが収入
に応じて消費している場合，消費税であれば双
方に同一税率がフラットでかかりますので，そ
ういう意味では生涯ベースでの水平的公平性が
実現していると思われます。
これとは別の切り口を申し上げますと，働く

人が非常にたくさんいる社会と，働く人の数が
相対的に減っていく社会では，それぞれ公平性
というのは自ずから違ってくるのではないかと
いう点です。１９７０年代のように若者世代が相対
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的に多い時代では，所得税の公平性をしっかり
考えるということを中核に置くと，社会の安定
性は保てるのではないかと思います。一方
で，６５歳以上人口の割合が大きい時代には，世
代間の負担バランスという点から，消費税を中
核にすえる税制がよりフィットすると思われま
す。このように，人口構成等に合わせて重視す
べき公平性というものを絶えずチェックしてい
かないといけないのではないかと思われます。
その時代にふさわしい公平性という視点から，

税体系をわれわれが何をもって公平と思えるか
というものをうまく体現できるように組み替え
ていく努力が要るのではないかと常々考えてい
るところです。
もちろん効率性という観点を否定するもので

はございません。そこをできるだけうまく機能
するように制度の穴を小さくしていく必要があ
ります。今までも努力してまいりましたけれど
も，更なる努力が必要と考えているところです。
徴税コストについては，イギリスほど精緻な

数字ではございませんが，私の手元の資料では，
国税庁が租税及び印紙収入を１００円集める徴税
コストを計算したものとして，２４年度予算ベー
スで１．６円という数字がございます。

２ 日本の持続的な発展と税制
２つ目は大変重要なご指摘だと思います。日

本の経済社会の持続的な発展のために税に何が
求められるかという非常に大きなテーマです。
ご指摘のありました「人」に着目した支援が必
要ということも重要なことですが，ミクロ的に
対応していくという部分だけでなく，税体系の
あり方というもう少し大きな視点から組み立て
ていくという点も重要ではないかと思います。
税というのは社会の下部構造に対する，いわ

ば上部構造のようなものですし，社会のインフ
ラでもあります。したがって，いったん制度が
できると，それにより様々な経済主体の行動に
影響を与えてしまうという面があります。その
意味では，税はあくまで時代の産物であり，そ

の反映ということです。
繰り返しになりますが，全くの個人的見解と

お断りした上で申し上げると，今はグローバル
化と人口構成の大変動に直面している時代であ
り，制度設計を根本的に見直すべき局面に来て
いるのではないかと思っております。そういう
意味では消費税を中核とする税制に変えていく
とか，或いは所得税をこれにどのように組み合
わせるかといった形で税体系のあり方を大きく
組み立て直していく中で，人に着目してどうす
るか，企業の動きをどうするか，といった点も
併せて，もう一度税体系の再設計を行っていく
必要があると思います。
こういう文脈において，ご指摘のように人を育
てるという観点から租税特別措置を見直すこと
もあり得ます。さらには，女性の働き方が議論
になるという状況に象徴的に表れていますよう
に，人々の働き方が大きく変わってきている中
で，現行所得税において夫は正規雇用，妻は専
業主婦といった家族モデルをベースとしている
ことをどのように考えるべきか，税の控除のあ
り方そのものを根本的に掘り下げて見直してい
く必要があると思っている次第です。

３ 子育て支援と所得税
配偶者控除のお話がございました。先生のご

指摘は，個人単位主義との関係で配偶者控除は
問題ということなのですが，ここは様々な考え
があるのだろうと思います。個人単位課税であ
っても，結局，夫が妻や子供たちを養うことに
伴って，夫の担税力が減殺されるという観点か
ら一定の配慮が必要という考え方に基づけば，
配偶者控除の意義を説明できると考えられます
ので，直ちに個人単位主義と結び付くものでは
ないと思います。
ただ，妻の収入次第で，夫に適用される配偶

者控除が効いたり，効かなかったりするという
ことが，妻の働き方に影響を与えてしまうとい
う状況が無視できなくなっていることも事実で
す。
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ただ，この問題はただ単に女性の働き方に中
立的であるにはどうすべきかという視点のみな
らず，家族のあり方といったより広い視点を踏
まえて，配偶者控除のあり方を議論していく必
要があろうかと思います。
これは人によりまして価値観が違うので，な

かなか１つのソリューションは得難いですけれ
ども，政府税調においてそういう議論もさらに
深めていただこうと思って準備をしているとこ
ろです。おそらく，１つの答えというより，い
くつかの選択肢をお示しし，丁寧な議論を促し
ていくことが必要なのではないかと思っていま
す。
子育ての関連については，金銭給付のみなら

ず，現物給付が大切ではないかという話だと思
います。それは非常に重要だと思います。消費
税率引上げに伴う社会保障の充実のプログラム
の中でも，まさにそうした観点からの充実が盛
り込まれております。

４ 消費税における課税事業者登録制度
国境を越えるデジタルコンテンツの取引に係

る消費税の扱いについてのお話がありました。
国境を越えた役務の提供について消費税が課税
されないというケースをどう扱うかという問題
です。これについては，政府税調において，B
to B 取引と B to C 取引に分けてどのように考
えるかという制度案が示されており，年末に向
けてしっかりと制度の詳細について検討しよう
としているところです。
ご承知の通り，付加価値税の経験が深い欧州

でも同じような問題があり，先ほど先生からご
指摘がありましたように課税事業者番号という
ものをキーとして，その制度が組まれています。
しかし，日本の場合には今のところ，消費税に
インボイスがなく，課税事業者番号もないもの
ですから，それを待っていても，なかなか問題
は解決しませんので，なんとか知恵を出して，
早急に一歩を進めたいと思っております。
インボイスにつきましては，それがあれば消

費税の一層の適正化を図ることが可能なわけで
すが，消費税導入から今日に至るまでの長い経
緯の中で，なかなかたどり着けない現実もござ
います。マイナンバー制度が施行されるなど，
さまざまな状況の変化がございますが，まずは
各方面の理解が必要であり，引き続き努力して
いきたいと思います。

５ 債務残高と一体改革
財政健全化に対する大変厳しいご質問で，ど

れぐらい期間があれば公的債務が解消するのか
というご質問です。これにお答えするのは容易
ではございません。ご案内のとおり，公的債務
残高は１，０００兆円を超え，対GDP比で約２００％
という歴史上稀有の水準です。しかも，平時に
この問題を解決しなければならないのです。先
の大戦をはさんで，日本は対GDP比で公的債
務残高が２００％ということを経験したものの，
その時には戦争という特殊な事情が背景にあり
ましたが，今は社会保障支出がどんどん増加し
ていく状況ですから，よほどの努力がない限り，
公的債務の圧縮をしていくことはできないので
す。
ですから，理想的には公的債務の絶対額を減

らすということではありますけれども，まずは
一歩一歩できるところからということで，国・
地方の基礎的財政収支（PB）の黒字化への努
力を，進めているということです。
非常に重要なことは，政府がきちっとした姿

勢でもって財政赤字に向きあい，財政健全化に
取り組み，コントロールしているということを
絶えずメッセージとして発信していくことでは
ないだろうかと思っております。
相当長い期間がかかるかもしれませんけれど

も，財政健全化に向けた姿勢をしっかり見せる
ことで，政府としての意思と実行力をみせてい
くのです。その姿勢を崩せば，信認が一挙に崩
れかねません。そうしたことが起こらないよう
心して取り組んでいるところです。
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６ 今後の法人税改革
最後に法人税改革です。法人税については，

先程の説明の中で申し上げましたように，グ
ローバル化が進んだ時代ですから，過度に税率
の格差がある状態を続けていくのは無理があり，
ある程度の国際的なハーモナイズということが
必要になってくると思います。
一方で，日本の税法の下では，赤字の状態を

作り出す仕組みが内包されている可能性があり，
これを見直すことで「稼ぐ力」をしっかりと引
き出せるような形にしていきたいと考えていま
す。これが時代の要請だと思います。
先ほど，「日本再興戦略」の中でコーポレー

トガバナンスと併せて法人税改革を志向すると
申し上げましたが，まさに企業のそういうご努
力の一環として法人税改革がうまく活かせて，
赤字法人には若干の負担をかけながらも，黒字
法人にはネットで税が軽くなって，より競争的
な環境を作り出していくことが今こそ大変重要
ではないか。「今でしょ」という感じがしてお
ります（笑）
２７年度が改革初年度ですので，なんとしてで
も法人税を「広く薄く」負担する構造に変えて
いきたいと思いますので，租研の皆様におかれ
ましても，そういう意味での応援を賜りたいと
思っているところです。
先程のご質問にもありましたように，更に大

企業と中小企業の関係，或いは国と地方の関係，
或いは法人と個人の関係といった，まだまだ解
決すべき点がございます。今回の改革の文脈に
おいては，現時点で大企業と中小企業を同列に
論ずることは容易ではございませんので，まず
はそこのところは順序を心得てやっていくとい
うことかと思っております。
なお，中小企業といいましても，先ほど先生

からお話がありましたけれども，資本金基準だ
けで機械的に分けていいのかどうかという問題
もあろうかと思います。中小企業の「稼ぐ力」
をどう高めていくかという面から何か新しい施
策を検討する際に，税としてどう取り組んだら

いいか，併せて考えていく必要があると考えて
おります。
以上，取りあえず気付きの点だけ申し上げさ

せていただきました。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） ありがとうございました。佐藤主税
局長におかれましては，残念ではありますけれ
ども，次のご公務の時間が迫ってまいりました
ので，本日はこれでご退席です。どうもありが
とうございました。
―――――――――――――――――――――
（佐藤） 途中退席をお許しくださいませ。ど
うもありがとうございました。
―――――――――――――――――――――

（岩﨑） それでは，引き続きまして後半部分
の討議に入らせていただきます。後半は「地方
財政・地方税制の現状と課題」につきまして取
り上げさせていただきます。
まずは平嶋自治税務局長から，中長期的な課

題と，それから現下の問題についてご説明を頂
きたいと思います。どうぞよろしくお願いしま
す。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．地方財政・地方税制の現状と
課題

（平嶋） ご紹介いただきました平嶋です。こ
の租研の研究大会に，これで，４年連続で参加
させていただいておりまして，財政の現状のと
ころは，状況を申し上げますと，４年前よりも
多少改善しておりますけれども，それほど状況
が変わっているわけではないということですの
で，お時間も少し詰まっておりますので，前半
の方はちょっと省略をさせていただきながらご
説明をさせていただきます。
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１．総論：地方税財政の現状と課題
資料❶では，地方財政は地方税収の約３割に

相当する巨額な財源不足が生じていると書いて
いまして，右下のグラフを見ていただきます
と，４年前は１４兆円，その前が１３兆円余り，そ
の前も１３兆円余り，今年は１０兆円ぐらいなので
３兆円ぐらい改善をしております。けれども，
これは実は繰越金のせいでありまして，中身は
大して改善しているわけではありません。
特に２５年，２６年と，法人税の減税の方が動い

ておりますので，その影響が出ているというこ
とだと思います。
それで，資料❷が国の一般会計の歳出・歳入

の状況で，これは，一般会計税収が，実は平成
元年頃をピークに，まだそれを上回っていない
という状況であることをご認識いただいた上で，
資料❸の地方財政の財源不足は省略させていた
だきます。
資料❹は，国と地方の財政状況です。地方財

政というのは国の財政政策の影響を大きく受け
る他，税収構造も類似しておりますので，国の
公債依存度と地方の財源不足はほぼ同じ傾向を
たどっていることでご理解いただきたいと思い
ます。
資料❺では，公債残高は累増し続け，資料❻

では，地方財政の借金も高止まりをし，その結
果，資料❼の右下にありますように，国・地方
合計しました長期債務残高は１，０１０兆円，GDP
比の２０２％になっています。
こういう構造になっているのはなぜかという

ことを資料❽以下でご説明しているのですが，
基本的には資料❾にありますように，日本は諸
外国に比べて地方の歳出のウエートが高いとい
うことと，それについて資料10，資料11をご覧
いただきますと，その地方の歳出のウエートが
高いけれど，実際は，その歳出の内容の多くを
国が決めているということです。
特に資料11を見ていただきますと，社会保障

の主な制度について，年金を除きますと，基本
的には国と地方がお金を分け合うというスタイ

ルで，実は社会保障制度が運用されています。
資料12は，先ほど佐藤局長からもありました

が，年々，社会保障費が伸びているのですが，
上の枠に書いてありますように，社会保障費の
毎年の自然増は国費が１兆円，地方費が７，０００
億円ということで，国と地方ともに大幅な増額
が毎年見込まれておりまして，国と同様，公共
事業費や人件費を減らして，その分で何とか社
会保障費を賄っているという状況にあります。
その一方で，資料13を見ていただきますと，

税収構造もかなり似ております。
特に資料14では，法人関係税がやはり地方も

それなりに多くございまして，これが乱高下し
ていることが影響しています。
資料15が，過去の税収の推移を地方税収につ

いても見たものですが，先ほど国税の方が平成
元年以来そのピークを超えられないとございま
したが，地方の方は，地方消費税の導入とかい
ろいろなことがありましたが，ここにございま
すように，１９年度に国税から３兆円の税源移譲
をしていただきました。
３兆円の税源移譲をしていただいた上で，平

成２６年度の水準は，地方消費税を導入した直後
の平成９年度よりも下回っているという状況で
ございまして，実際は平成９年度を３兆円程度
下回っているという状況になっています。こう
いう状況なので財源不足が出ているということ
です。
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それで，資料17を開いていただきますと，そ
うは言っても地方は行革の努力が足りないので
はないかというお声がよくありますので申し上
げておきますと，職員数は相当程度減らしてき
ております。対平成６年度比で５０万人減らして
います。それから給与の方も，国の水準を下回
るようになっています。
資料19は，何よりも市町村合併ということを

大胆にやりましたので，例えば市町村数は
３，２２９が１，７２７ですが，その上から５番目，いわ
ゆる首長，助役，収入役といった三役の合計は，
ほぼ１万人いたのが３，７００人と，３分の１ぐら
いに減っています。
それから議会の議員も，５万８，０００人いたの

が３万２，０００人に減っています。農業委員など
も，６万人いたのが３万５，０００人に減っている
ということで，かなりのリストラはしてきてい
ることにご理解いただきたいと思います。
その上でも，この赤字が残っておりますので

どうするかというと，資料20にありますように，
中期財政計画の中で，このⅡの財政健全化目標
について，国も地方も２０１５年度までに赤字の対
GDP比半減，２０２０年度までに黒字化というこ
とを掲げています。
その目標に関しましては，資料21，サンクト

ペテルブルク・サミットの首脳宣言において，
一番下の行動計画，財政テンプレートの中で，
国際公約としてもお示ししているという状況で
す。
資料22は，国・地方の基礎的財政収支と名目

成長率です。それがなかなか大変だというお話
は先ほど佐藤局長からご丁寧にご説明がありま
したので省略しますが，黒字化をする２０２０年度
には－１．８％ということで，まだ１１兆円が残る
ということですが，いずれにしても，この２０１５
年度以降のものをするためにも，まず消費税の
１０％への引き上げということをちゃんとやって
いくことが大事だろうと思っております。
資料23が税制抜本改革の目的ですけれども，

これは国も地方も同じで，社会保障の安定財源

の確保と財政の健全化を達成しようということ
です。
資料24も同じでしたので省略しまして，資料

25です。ここにございますように，今年の２６年
４月１日から合計で８％に引き上がりましたが，
そのうちの地方分が３．１％，平成２７年１０月１日
からは消費税全体の３．７２％，１０％のうちの
３．７２％は地方の財源とさせていただく，社会保
障に地方の方も同じように増収分を充てさせて
いただくということになっています。
これについて，先ほど税制抜本改革法の中で

判断をすると申しておりますが，公式には，安
倍総理の答弁が真ん中にございます。「消費税
率の１０％への引き上げの時期については，税制
抜本改革法において２７年１０月とされています。
この引き上げについては，法律に則って，経済
状況等を総合的に勘案しながら本年中に適切に
判断したいと考えております」ということです。
それで，消費税に関しまして，地方側がどう

いう意見を持っているかだけ資料26でご紹介を
させていただきたいと思います。
この知事会の地方税財源の確保・充実ですが，

厳しい日本の財源状況等を踏まえますと，２行
目からですが，「税率１０％へのさらなる引き上
げを行うことが必要であり，そのためには今後
も着実に国・地方を通じて経済状況を好転させ
なければならない」。
それから「軽減税率の導入については，検討

を要する課題が多岐に渡るため，その導入時期
については慎重に検討すべきである」と，こう
いう内容です。ただ，代替財源がないとやって
は困るということです。
それから，全国市長会も同様でございまして，

法の規定に基づき適切に対処，軽減税率制度に
ついて慎重に，全国町村会も軽減税率について
は慎重に検討いただきたいと，こういうのが総
論的部分です。
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Ⅴ．各論：平成２７年度税制改正に
向けた主な課題

それで，各論に入らせていただきます。資料
27は，２７年度税制改正の主な課題でございます。
１つ目と２つ目の丸が法人関係です。法人実効
税率の引き下げへの対応，それと併せて，地方
法人課税の偏在是正，東京集中問題をどうする
かというのがセットで議論しなければならない
ということですので，実効税率の引き下げと併
せて偏在是正というのが重なりますので，なか
なか複雑な問題状況となっているということで
す。
それから，車体課税については，昨年末の税

制改正で軽自動車税の引き上げ等をご決定いた
だきましたが，消費税率１０％段階の措置がまだ
未決定ということでございまして，それについ
て幾つか課題がございます。
それから，地方固有の課題といたしまして，

平成２７年度は固定資産税の評価替えの年を迎え
ます。評価替えを迎えますと，いろいろな負担
調整措置の見直しを必ず実施することになって
います。これらがまた今年の大きな課題という
ことです。
それから，ふるさと納税の拡充，地球温暖化

対策。それから業界の方々には関係しますけれ
ども，３年に１度，軽油引取税に係る課税免除
措置が切れます。これをどうするかという租特
の問題もございます。それからゴルフ場利用税
の堅持ということです。

１ 地方法人課税関係
まず法人からですが，資料28は法人税率の国

際比較ですから省略します。資料29は法人課税
の概要です。法人税，地方法人税，法人住民税，
法人事業税と，こういう形であるわけですが，
要点として資料30です。
法人課税の改革というと，国の法人税の関係

で地方は関係ないと思われがちなのですが，実

は国・地方を通じる法人関係税収の６割強は地
方財源ということで，これは，国税の法人税の
地方交付税原資分も含めてということですが，
全体の６割が地方財源です。だから単純な減税
ということでは地方財政に大きな穴があくとい
うことが大きなポイントであるというふうに思
っております。
その上で，資料31で，先ほど佐藤局長の方か

ら，これに尽きるとおっしゃっていただいた骨
太方針の法人実効税率部分です。
これに基づいてどうするかということですが，

昨年のこの会でもご説明させていただきました。
資料32にございますように，私どもとしては，

法人もその事業活動において，受益に応じた負
担を法人の事業活動に求めることは適当であろ
う。地方法人課税そのものは引き続き重要なの
ですけれども，２番目に，地方法人所得課税は
税収の偏在性が大きく，年度間の税収の変動が
大きいこと等から，法人住民税法人税割は国税
化して交付税原資化をしてはどうか，それから，
事業税の所得割については外形標準課税の拡充
をして応益課税化してはどうかということを基
本線とすべきであると，このように地財審から
ご意見を頂いております。
この時点で，外形標準課税への移行は，法人

実効税率の引き下げをする効果もあるのだから
実施すべきではないかということを提言いただ
いておりましたが，それがいよいよ話題になっ
ているということです。
そこで，中小法人についての議論で，ここで

この時点で，２行目，「その際，既に付加価値
割が導入されている資本金１億円超の法人につ
いて所得割や付加価値割に切り替えていくこと
と，資本金１億円以下の法人に付加価値割を導
入していくことのどちらを優先的に進めていく
かについても，十分に検討する必要」というこ
とで，後ほどご説明しますが，中小企業の問題
についてはこの時点から相当の認識をしていた
ということです。
資料33は，これに関する与党の取りまとめで
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す。これは６月５日です。２番目のところに書
いていますように，「国・地方の法人税率の３
分の１が地方法人課税のものである」というこ
とで，２番目の丸の２行目ですが，後ろの方に，
「このため，平成１５年度には法人事業税に付加
価値割等の外形標準課税を導入したところであ
るが，地域経済を支える中小企業に配慮しつつ，
今後も，公共サービスの対価を黒字企業に限ら
ず広く公平に分かち合うという地方税の応益課
税を強化する方向で見直していく必要がある」。
それと，「平成２６年度与党税制改正大綱にお

いては，地方法人課税について，税源偏在の是
正や，財政力格差の縮小を図るための措置を講
じることとしており，今回の見直しにおいては
これと整合性をとりながら進めていく」と，こ
ういうことがポイントかと思います。
資料34は，政府税制調査会の「法人税の改革

について」という取りまとめです。この中で，
趣旨のところで，今回の改革の目的の２番目に，
法人税の負担構造を改革する。課税ベースを拡
大し，税率を引き下げることで，法人課税を
“広く薄く”負担を求める構造にしていくべき
である。地方法人課税の見直しは，法人税改革
の重要な柱。応益課税の観点から企業間で広く
薄く負担を担う構造にすることということをご
指摘いただいているわけです。
それで，この中でも特に資料35が政府税制調

査会の中でおっしゃっていることなのですが，
これは後ほど出てきますので，ここではちょっ
と省略いたします。
資料36は，外形標準課税導入と法人実効税率

の関係ですけれども，標準税率ベースで，これ
は１５年度に実施したときですけれども，所得割
の税率９．６％のうち２．４％を付加価値割と資本割
に転換をいたしました。４分の１をやるという
ことです。
結局，所得割の税率にしますと２．４％引き下

がっているわけですが，その影響で，右の真ん
中にありますように，外形標準課税の実効税率
は１．３３％下がっています。このとき１．３３％だっ

たのは，まだ法人税率が３５％あったせいでして，
現在の時点で考えますと，もう少し大き
く，２．４％下げればもう少し大きく多分下が
る，２．４％下げれば１．５％は下がるだろうという
勘定です。
その中で，資料37は，先ほど言った付加価値

割はやはり税収が安定する効果もありますとい
うことなのですが，それは省略します。
資料38は，この際，そういうふうに大法人の

方をそう切り替えていったときに，大法人の所
得割が，例えば４．８％や７．２％というときに，中
小法人の所得割は９．６％のままでいいのかとい
う議論の一方で，中小法人の方が赤字法人が多
いわけですし，繰越欠損も全部適用されている
ので，今税を払っていないところに新たに負担
になることについてどう考えるかという問題が
ございます。
これについて政府税調の方では，「外形標準

課税の趣旨に沿って，資本金１億円以下の法人
についても付加価値割を導入すべきという意見
も多く出された」。１行目には，「資本割を付加
価値割に振り替えることが望ましい」。それか
ら３行目以降に，「法人事業税における付加価
値割の拡大，対象法人の拡大を行うべきである。
その際は，創業会社や中小法人への配慮などを
検討すべきである」ということです。
下の方のグラフにございますように，現在，

外形対象法人というのは全法人の１％しかござ
いません。中小法人が９９％を占めているという
中で，どういうふうにしていくのか，ここが大
きな議論の１つになっていくことは間違いあり
ませんが，やはりわれわれとしては，これだけ
政府税調からのご指摘も頂いておりますので，
中小企業に入れていくとするとどのような案が
考えられるのか，一応われわれなりの試案をお
示しして政治のご判断を仰ぐということだろう
と思っております。
ここで非常に誤解があるので１つだけ申し上

げておきますと，よく中小法人の負担を増やし
て，それで大企業の減税をするのではないかと
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いうふうに誤解している方がおられます。これ
は，先ほど申しました，例えば大法人に係る外
形を拡大して所得割を減らすというのは，大企
業の中で税収中立です。ということですので，
大企業の実効税率の引き下げというのは，大企
業の付加価値割でカバーされるので，そのこと
によって中小企業にご迷惑をかけるということ
を考えているわけでは決してありません。
それから，２番目ですが，現に今１億円以下

の法人については入っておりませんので，ここ
に付加価値割を入れるとすると，相当程度の準
備が必要になりますので，いきなりできるとい
うものでもない。これは，案は示していきます
けれども，そんなに簡単にできることではない
ということも承知しております。
その上で，この中小法人に関しては，中小法

人の中で税収中立の形で進めていくのだと思い
ますけれども，そこは今後の政府税調の議論も
党税調の議論もありますが，いずれにしても，
中小企業への配慮ということについては，われ
われの方もその必要性というのは十分感じてお
りますので，それなりの「なるほど」と思える
ようなものをご提案していくように努力してい
きたいと考えているところです。
もう１点，中小法人の問題と同時に言われて

おりますのが，報酬給与額にかけるので，報酬
給与を増やすとそれによって増税になるという，
賃金課税ではないかということをよく言われま
す。
しかしこれは，資料39の図を見ていただきた

いのですが，何も報酬給与額に単純にかけるわ
けではございません。報酬給与額，純支払利子，
純支払賃借料に，これは収益配分額というので
すが，伸び縮みをする単年度損益を加えた額に
一定率を掛けます。
ということは，例えばある年に企業が，ご自

分の収益の付加価値額の中で，報酬給与額を増
やそうか，それとも今年は利益を残そうかとい
う判断に対して中立な税制ということで，報酬
給与額を増やせば単年度損益が減るのは当たり

前のことですし，報酬給与額を減らすと単年度
損益が増えますから，基本的には報酬給与額に
対して中立であるというのが私どもの基本的な
見解なのですが，導入するときに，それだけで
は不満であるというふうに政治の方からはご指
摘を受けまして，資料40にございますが，雇用
安定控除というものが導入されています。
これは，報酬給与額が収益配分額の７０％を超

える場合に，付加価値額から雇用安定控除額を
控除するというふうになっています。これは何
が起こるかというと，先ほどのものに加えまし
て，実を申しますと，ここからさらに付加価値
額が増えたときに，報酬給与額に回した方が単
年度損益に回すよりも節税になるという税制に
なっています。
ここのところをよく誤解されていますので，

この点をぜひご理解いただきたいというふうに
考えております。また，その上で今後どうして
いくか，さらに中小企業への配慮なりを，これ
は大企業の制度ですから，どう考えていくのか，
いろいろと考えていきたいと思っています。
それで，ご参考までに，経済団体の方のご意

見も私どもは十分に参酌しながら検討させてい
ただいているというエクスキューズというか，
証拠のようなものとしてお付けしているのです
が，資料41はつい１０日に経団連がご発表になっ
た平成２７年度税制改正に関する提言です。
その中の２番目の枠に，「地方法人課税の改

革」がございます。外形標準課税については，２
番目に「外形標準課税の安易な拡大はすべきで
ない。賃金が課税標準の相当部分を占め，雇用
の維持・創出，所得拡大の方向に逆行」と書い
てありますが，先ほども申しましたように，決
してそういうことではないというふうにご説明
はさせていただいているところです。
資料42の「経済団体の意見②」に，中小企業

の成長を後押しする法人税改革をという，中小
団体等の４団体のご意見がございます。この中
では，中小企業についても法人実効税率の引き
下げ，外形標準課税の中小企業への適用拡大に
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は断固反対というふうなことです。ただ，先ほ
ど申しましたように，今の大企業の制度をどう
いうふうに中小企業向けにアレンジして入れて
いくのかということについては，私どももそれ
なりのいろいろな検討をさせていただくつもり
です。
それから，その下に経済同友会のご意見を付

けさせていただいております。これは冨山和彦
さんが中心になってまとめられたと聞いており
ますが，「成長を促す法人課税と財政健全化の
実現を」というところの「�３産業の新陳代謝と
生産性の向上の誘因になる法人課税及び関連制
度体系へ移行する」ということでございまして，
「そこで」の後ですが，「延命型の各種優遇措
置や支援政策を新陳代謝促進型に見直すことに
加え，外形標準課税の課税ベース拡大など応益
課税を強化することで，生産性の高低で実質的
な税負担率の差が生まれないようにすることが
適当である」ということで，外形課税について
むしろ肯定的なご意見を頂戴しているわけです。
資料43は，連合の２０１１年のご意見ですが，機

関決定をされていますので，政府税調におきま
しても古賀連合会長から同様のご意見を頂戴し
ておりますが，この下にありますように，法人
事業税については，現在の暫定措置を廃止した
上で，これは地方法人特別税のことですけれど
も，原則，外形標準課税化と雇用安定控除の比
率引き上げというふうにご指摘をされておりま
して，原則全ての企業に法人事業税の外形標準
課税を適用する，中小企業は雇用安定控除の比
率を引き上げるというご提言を頂いておりまし
て，いろいろな方が雇用の心配しておられます
けれども，一番心配しておられるはずの連合か
らはこのようなご意見を頂戴しているというと
ころです。
なお，参考までに資料44は，地方公共団体か

らの意見です。
併せて，資料45は，地方法人課税の偏在是正

をやっていかなければいけないということにな
っています。

２ 車体課税
資料４６は，車体課税です。今年やった内容で

すので省略をいたします。資料47は，消費税
１０％段階における車体課税の課題で何が残って
いるかというのが３つで，自動車取得税の廃止
と自動車税における環境性能割の導入というこ
とです。その内容は右のとおりです。
２番目は自動車税におけるグリーン化特例の

見直し，３番目が軽自動車税における軽課の検
討で，その他，二輪関係で幾つかの宿題が出て
おりますが，これらはやはり１０％の引き上げの
判断と併せて検討していく必要があるというこ
とだと思っております。これはご紹介にとどめ
ます。

３ 固定資産税
資料50は，固定資産税の負担調整措置ですが，

固定資産税については土地・家屋について３年
に１回評価替えを行っております。
それで，評価替えの際に，負担調整措置の見

直しを必ずしているのですが，１番，商業地に
ついて申しますと，例えば税負担の上昇幅を，
地価がどんなに動いても税額の５％を上限にす
るとか，現在評価額の７０％に課税標準額を頭打
ちするとか，据置特例といったものが設けられ
ております。
それから，住宅用地については，これも５％

の上限の他，ここの住宅用地の課税標準等を６
分の１，３分の１に引き下げるという措置を講
じております。右下にございますように，実は
平成５年度以前は４分の１，２分の１でござい
ましたが，それを拡大している措置です。
このような種々の負担調整措置があるのです

が，これらについて，資料51を見ていただきま
すと，こういう負担調整措置の多くと申します
のは，これは平成６年が１００になっております
が，この平成６年に，バブルの頃に地価が急上
昇したので，土地の値段を７割に評価するとい
う制度を導入しましたけれども，そのときから
地価が下がり続けている中でこういう措置を講
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じているということなので，先ほどのような措
置の必要性については議論をしていく必要があ
るのだろうと思っております。
固定資産税の償却資産について今年もご要望

を頂戴しておりますし，また検討条項になって
おります（資料52）。１点だけ，特に地方から
反対が強いということは書いてあるとおりです
ので省略いたします。
資料54にございますが，よく諸外国にないま

れな日本だけの税であるというようなことを言
われますので，そうではないということだけ申
し上げておきますと，償却資産課税というのは
戦後シャウプ勧告でシャウプさんから導入する
ようにと言われて入れた税で，基本的にはアメ
リカでは普遍的な税でございます。
日本の企業がアメリカに進出しているときに

は，このように黒枠で囲った償却資産課税があ
る州に多数立地しておりますので，日本でもぜ
ひお支払いいただけるとありがたいなと思って
いるということです。

４ 軽油引取税
ふるさと納税については，資料55，資料56で

す。いろいろ課題がありますので省略をいたし
ます。
それから，地球温暖化対策も省略いたしまし

て，資料59です。軽油引取税については，もと
もと道路特定財源として導入された経緯がござ
いまして，道路に直接関係のない用途について
は広く課税免除されていました。
ところが一般財源化されてしまいましたので，

原則としていいますと，道路に関係ないからと
いう理由で免税をするというのはおかしいとい
うことになります。それで，２４年度税制改正で
も幾つかの用途について縮小しておりますが，
今回，下のように課税免除措置が切れるのが，
船舶，公共用とか，農林業とか，たくさんござ
います。これらをどうするかという議論を今年
の税制改正プロセスでする必要があるというこ
とだと思っております。

５ ゴルフ場利用税
ゴルフ場利用税について，消費税の引き上げ

とかオリンピックとかいろいろなことがありま
して，今年もゴルフ場利用税の廃止というご要
望を頂戴しております。
しかしながら，資料61をちょっと見ていただ

きますと，実は東京都から近県に相当程度の方
がゴルフに行っておられまして，道路を使い，
水道を使い，ごみを出しということをしておら
れます。料金にも入っておりますが，ゴルフ場
利用税，標準税率で８００円ということで，生
ビール１杯分ぐらいですので，ぜひ東京から行
かれるゴルファーの方は，ビール１杯分ぐらい
を置いてくるつもりでゴルフ場利用税を支払っ
ていただけるとありがたいなと思います。
時間の関係ではしょったご説明で恐縮ですけ

れども，以上です。ありがとうございました。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） 大変明快なご説明ありがとうござい
ました。それでは，まず西山教授の方からご意
見を頂ければと思います。
―――――――――――――――――――――

Ⅵ．地方財政・地方税制への意見

（西山） 平嶋自治税務局長，ありがとうござ
いました。２点についてお尋ねしたいと思いま
す。

１ 地方財政
１つは，財政のところ，資料❶のところ

で，１０兆円の財源不足というのは非常に由々し
い問題なのですけれども，それの原因として，
新聞報道などでは，国から事実上義務付けられ
た補助事業などもかなり負担になっている，歳
出の３割ぐらいを占めているということなので，
ここのあたり事情をご説明いただければと思い
ます。
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２ 地方消費税
それから２点目は，地方消費税の問題なので

すけれども，神奈川県の企業税訴訟などもそう
でしたけれども，安定的で，かつ多額の税収が
期待できる法定外普通税の創設は事実上無理と
いうことで，例えば地方消費税の割合を引き上
げるということも考えられないのかということ
です。別荘税とか，ワンルームマンション税な
どは，税収としては期待できないところですか
ら。
資料25でいいますと，地方消費税は税率８％

段階では消費税収の２１％，１０％では２２％という
ことで，連邦制であり，かつ憲法レベルで国と
地方との分配方法が定められているドイツのよ
うにほぼ折半というわけにはいきませんけれど
も，もう少し引き上げられる理由はあるかと思
うのです。例えば消費税の課税根拠，先ほどお
話にあったゴルフ税のことでもそうですけれど
も，消費活動に伴って発生する外部費用は消費
者が負担すべきであるということも消費税の課
税根拠になっているわけですから，消費活動が
行われた地方にもう少し多くの税収が分配され

る可能性はないのでしょうか。

―――――――――――――――――――――
（岩﨑） それでは，続きまして秦専務理事の
方からご意見を頂いて，その後，ご回答を頂け
ればと思います。
―――――――――――――――――――――

１ 地方税制総論
（秦） 総務省の平嶋様には，わかりやすく御
説明いただきまして，ありがとうございました。
地方税は地方公共サービスに対する地域社会の
会費的な性格を持っており，受益と負担が結び
付きやすく，地域住民が非常に理解しやすい身
近な税制度です。それだけに，受益と負担の関
係を明確なものとしていく必要があると存じま
す。
それを具現化するためにも，応益課税の原則

を強化する，さらには，安定財源確保といった
観点から，地方財政や国と地方の役割分担を含
めた議論や改革を進めていただきたいと存じま
す。
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２ 地方財政の債務残高と一体改革
ご意見をお伺いしたいのは，これは先ほどの

国の財政と同じことです。先ほどのご説明でも，
地方の財政についても，国の財政と同様，非常
に厳しい状況にある。構造的な問題はやはり同
じ問題を抱えているということです。
やはり債務の絶対額が問題であると思います。

それをどういう形で減らしていくのか，どのぐ
らいの期間で考えていけばいいのか，お伺いを
したいと思います。

３ 地方税における個人と法人の負担の在り方
地方税の各論について，地方税に係る個人と

法人の負担の在り方の問題です。個人と法人の
負担を見ますと，やはり法人に過重な負担がか
かっていると存じます。例えば，超過課税を考
えてみますと，都道府県の法人税割でいきます
と，１県以外，４６都道府県については超過課税
の適用になっています。それに対して個人の所
得割に対しての超過課税は１県です。
市町村税の法人税割で見ますと，約１，０００近

くの市町村が，超過課税になっています。それ
に対して個人の所得割については，市町村は２
市町村にしかすぎない状況にございます。固定
資産税についても法人がかなりの負担をしてい
る状況にございます。
それだけではなくて，法人には多くの税目が

課されております。地方法人課税制度が複雑に
なっていたり，或いは，課税ベースが重複した
りといった問題があると存じます。さらには，
地方法人課税は，地域間の税源偏在が大きなも
のがございます。また，景気変動等，大きなも
のがございます。安定財源の確保といった点か
らも問題があると思っております。
地方財政支出で考えますと，福祉や教育等の

サービスとして個人向けの割合が増えてきてい
るという状況にございます。こういった点から，
地方税負担の比重を個人に移していくことが重
要と考えております。

４ 事業税
事業税の関係については午前中，田近先生か

ら，外形標準課税については賃金課税となり，
雇用に影響を及ぼすということで，どちらかと
いうと批判的なご意見があったかと思っており
ます。
事業税につきましては，法人の負担が受益に

見合ったものであるかどうかをまず検討すると
いうことが必要だと思っております。常に応益
課税の観点から，受益と負担を比較し，受益に
見合った形での負担ということを考えていく必
要があります。
それを前提にしてということではございます

けれども，法人事業税における所得割から外形
標準課税への移行につきましては，行政サービ
スを受益している企業が応分の負担をするとい
う応益課税の観点からは，中小企業については，
ただ今もお話がございましたように，一定の考
慮を行うことは必要と思いますけれども，見直
すことが望ましいと思っております。

５ 償却資産課税
それから，償却資産に係る固定資産税の関係

です。先ほどもご説明がございましたけれども，
受益と負担という観点から考えても，やはり問
題があると考えております。償却資産に係る固
定資産の見直しについて，引き続き要望してい
きたいと考えております。

６ 今後の地方法人課税改革
ご意見をお伺いしたい点は，これも国税と同

じことです。地方法人課税の面では大きな税制
改革を検討されておられます。今後の税制改革
に向けて，大企業と中小企業，法人と個人，国
税と地方税といった区分について，どのような
観点から検討されていくべきかお伺いしたいと
思います。
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―――――――――――――――――――――
（岩﨑） それでは局長の方からご回答をお願
いいたします。
―――――――――――――――――――――

（平嶋） まず，西山先生から。

１ 地方財政
財源不足と地方公務員の給与の話がありまし

たが，地方公務員の給与だけではなくて，地方
支分部局や地方の事務所にいる国家公務員も全
く同じでございまして，公務員の給与というの
をどういうふうにしていくべきかという問題だ
と思っておりますが，ただ単に公務員給与を，
昨年国家公務員の方も削減いたしましたし，地
方公務員の大半も，実は最大で１０％という，給
与のカットをいたしましたが，正直申しまして，
それによる効果で縮むような財源不足ではござ
いません。やはり社会保障関係費が非常に大き
いということです。
その上で，どうして発生しているかのところ

ですが，先ほどの資料で飛ばしたのですが，資
料10を見ていただきたいと思います。地方財政
計画を色抜きしてあるのですけれども，給与関
係経費の相当部分，それから一般行政経費の社
会保障関係，公共事業，その他こういう国の負
担，こちらの方でもさまざまなところで，基本
的には国の方で枠組みができているということ
だと思います。
その上で，さらに，枠組みが残っていないも

のも，例えば戸籍だとか，福祉事務所だとか，
こういう，やり方は任されているけれども相当
義務付けられているものが中心でして，なかな
か事業をやめることができない地方公共団体に
自己努力でこれを解消するというのは難しいか
なと思っているところです。
いずれにしろ，この財源不足というのは，バ

ブルがはじけた平成６年からずっと続いており
まして，これは国と地方併せて構造を変えない
と直らないものだというふうに思っています。

２ 地方消費税
地方消費税の引き上げはどうだというお話が

ございました。地方消費税の引き上げについて
は，確かに，われわれもできたらそうしたいと
いう気持ちがあるわけでございます。先ほどの
法人税改革の中でも，法人事業税の所得割なり
を国税化して，地方消費税をその分増やすとい
うことはどうかという提案を，かつて増田総務
大臣がしたこともございました。
そういう流れもあって，そういう方向からや

るというのもありますし，もう一段は，先ほど
言った１０兆円の２０２０年度のギャップを考えたら，
もう１回消費税の引き上げが必要なのではない
かという議論もございました。
これは民主党政権のときに，今の税制抜本改

革法を出すときに，さらに次なる改革について
検討するという条項を入れておりましたが，や
はり今この時点でそのようなことは言うべきで
はない。取りあえず，まず１０％までの引き上げ
をして，そこで考えるべきことだというふうに
なりましたので，やはりその流れを見定めてい
きたいというように考えているところです。と
いうことで西山先生のお答えにさせていただき
ます。

３ 地方財政の累積債務問題と一体改革
それから，秦専務からありました応益課税の

話は，おっしゃるとおりだと思っております。
国と地方の財政の構造的にどういうふうにやっ
ていくかというのは，先ほど申しましたように，
やはり国・地方を通じて税収の面の構造改革と
歳出面の構造改革を両方でやっていかなければ
いけないことですが，ただやっておりますと社
会保障費は伸びていくという現状にありますの
で，大変厳しいことは事実ですが，それを地道
にやっていくしかないのではないかと思います。
私は，やはり，その先まではともかく，とに

かくプライマリーバランスの黒字というのを
国・地方で達成するというのは，非常に重要な
ことだと思っております。
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それから，付言させていただきますと，プラ
イマリーバランスは現在国が赤字，地方は黒字
となっております。これは地方が楽に見えるの
ですが，実はそうではなくて，国から，地方の
財源不足の残ったものの半分を交付税として埋
めていただいておりまして，その埋めているお
金があるので地方は黒字，国は赤字になってお
ります。それもあるので，やはり国・地方全体
としての構造改革が必要であるというふうに思
っているところです。

４ 今後の地方法人課税改革
最後，秦専務から，法人の負担が重いのでは

ないかというお話がございました。先ほどの財
務省の資料44にあるのですが，GDPに占める
法人税収の比率というのは，決して日本はそう
高いわけでもございません。アメリカよりも低
いぐらいです。アメリカでは法人は，先ほど申
しましたように，償却資産にも支払っています。
問題は何かというと，そうではなくて，なぜ

これだけ税収のギャップがあるかというと，消
費税負担とか個人税収の負担が低いということ
ではないかと思います。
なので，今回の法人税改革においても基本的

には，法人については別に新たな負担を求める
のではなく，税収中立を行った上で，他の消費
税の引き上げは予定どおりさせていただこうと
いうことを考えているわけですが，法人税につ

いては，先ほども申し上げましたように，政府
税調にありましたが，その法人税収そのものは
GDP比でさして高いわけでもないが，法人所
得の大きい企業に負担が偏っている。そこが問
題なのだろうと思いますので，そういう面で構
造改革をしていきたいと考えているところです。

―――――――――――――――――――――

おわりに

（岩﨑） ありがとうございました。既に予定
されている終了時間を大幅に経過しております。
そこで簡単に取りまとめをさせていただきます
が，現在日本は転機にあります。それは経済が
上向いてきたという意味で，よい転機でもある
わけですが，将来の負担構造を再検討するとい
う意味で，負担が重くなるという観点でも転機
を迎えているというふうに思います。
本日の両局長からのご説明や資料というのは，

それを考える上において，とても良い資料であ
りましたし，良いご説明を頂いたと思っており
ます。ご参加の皆様におかれましても，これか
らの負担構造をご検討いただくときの資料とし
て有益に使っていただければありがたいと思っ
ております。
それでは本日の討論会はこれにて終了させて

いただきます。ご清聴ありがとうございました。
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